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は じ め に 

 富山市は、水深 1,000 m の富山湾から標高 3,000 m 級の

北アルプス立山連峰までの高低差 4,000 m の多様な地勢と

雄大な自然を誇り、これまで森里川海の豊かな自然がもた

らす多くの恵みにも支えられ、日本海側有数の中核都市と

して発展を続けてきました。この快適で恵み豊かな都市環

境を将来世代に引き継ぐため、市民、事業者、行政がそれ

ぞれの役割を果たし連携を図りながら、都市部や中山間地

域など地域特性に応じた環境の保全及び、創造に関する

様々な施策を展開してきました。 

 特に、本市のコンパクトシティ政策の中核である「公共交通を軸とした拠点集中型の

コンパクトなまちづくり」の取り組みを深化させ、まちづくりの熟度を高めるとともに、

環境モデル都市や環境未来都市として、人類共通の課題である環境、超高齢化などに対

応した将来的に持続可能な都市の構築を進めてきたところです。 

本市の先進的な取り組みは、国内はもとより、国連をはじめとする国際機関からも評

価され、平成 28 年５月のＧ７富山環境大臣会合の開催都市に選定されるなど、本市の

環境政策にはとりわけ高い関心が寄せられております。 

このように本市を取り巻く環境は大きく変化し、他都市をリードする環境先進都市と

して、果たすべき役割や使命は今後ますます大きくなるものと考えております。 

また、地球環境問題をはじめ、国連が世界共通の目標として掲げるＳＤＧｓ（「持続

可能な開発目標」）への対応についても、基礎自治体に求められる役割は大きく、地域

レベルでの取組強化を通じた温暖化対策や、気候変動の影響に適応するための都市レジ

リエンスの向上、国際貢献、国際協力の推進などが必要不可欠となっております。 

本市では、こうした環境を巡る情勢の変化を踏まえ、環境先進都市として新たなステ

ージでの取り組みを展開していくため、このたび、ＳＤＧｓの考え方も踏まえた、今後

10 年間の環境政策の方向性を示す「第２期富山市環境基本計画」を策定しました。 

今後は、目指すべき都市像として基本目標に掲げる「環境から創る 活力と魅力あふ

れる都市 とやま」の実現に向け、市民、事業者、行政が一体となって、本計画を推進

してまいりたいと考えておりますので、皆様方には、深いご理解とご協力、そして積極

的な参画を賜りますようお願い申し上げます。 

 終わりに、本計画の策定にあたりまして、貴重なご意見並びにご尽力を賜りました富

山市環境審議会委員の皆様をはじめ、ご協力いただきました多くの皆様に心よりお礼申

し上げます。 

平成 29 年３月 

富山市長  森  雅 志
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 平成 19 年３月「第１期富山市環境基本計画」の策定後、東日本大震災を契機と

してレジリエントな社会形成へのニーズが高まるとともに、国では平成 24 年４月

に「第４次環境基本計画」を閣議決定し、「安心・安全」の確保を前提とした「自然

共生」、「低炭素」、「資源循環」の３本柱で「持続可能な社会の構築」の実現に向け、

各種取組みが進められています。 

  

また、近年は、平成 27 年９月の国連サミットでＳＤＧｓ（「持続可能な開発目

標」）を中核とする「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、平

成 28 年 11 月には国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議で採択された「パリ

協定」が発効するなど、持続可能性の実現に向けた動きが世界的に活発化しており、

国では基本計画の策定やガイドラインの作成が進められています。 

  

一方、本市は「第１期富山市環境基本計画」の計画期間（平成 19～28 年度）中、

国から「環境モデル都市」や「環境未来都市」に選定されるとともに、国際的には、

国際連合 SEforALL における「エネルギー効率改善都市」や、ロックフェラー財団

による「100 のレジリエント・シティ」への選定、さらにはＧ７環境大臣会合の開

催地として選定されるなど、本市の環境政策は国内外から高い評価を受けており、

環境先進都市として果たすべき役割が大きくなってきています。 

  

こうした背景の下、おいしい水を育む豊かな自然環境、美しいまち並みや良好な

生活環境、300 年以上の歴史伝統を有する薬都とやま、公共交通を軸とした拠点集

中型のコンパクトなまちづくりなど本市の特徴を活かし、これまでの取組みを深化

させ、将来を見据えた今後 10 年間の環境施策を総合的かつ計画的に推進するため、

「第２期富山市環境基本計画」を策定することとしました。 

 

なお、計画の策定にあたっては、「ＳＤＧｓ」が掲げる 17 の目標のうち、気候変

動への対応や持続可能な消費と生産（循環型社会形成の取組）など、多くの目標が

環境に関連したものとなっていることから、本計画は「ＳＤＧｓ」の考え方も踏ま

えたものとしています。 

 

 

 

 

計画策定の趣旨  
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計画策定の根拠  
 環境基本計画は、富山市環境基本条例第 11 条の規定に基づき、策定する基本計

画です。 

 

環境基本計画の役割  
 環境基本計画は「富山市総合計画」における環境部門の総合的な計画として位置

づけられ、環境分野に関連する各種計画及び施策を立案する上で基本となるもので

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山市環境基本条例富山市総合計画

富山市環境基本計画

環境モデル都市
行動計画

環境基本法

環境基本計画
「持続可能な社会の構築」

＜国＞

など

環境未来都市計画

一般廃棄物処理
基本計画

エネルギー効率
改善計画

緑の基本計画

地球温暖化
対策計画

エネルギー
基本計画

循環型社会
形成推進基本計画

地球温暖化防止
実行計画（事務事業編）

計画の位置づけ  
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持続可能な社会の実現のためには、市民、事業者、行政が一体となって、環境意

識の醸成や地域環境活動を支える協働・人づくりを進めていくことが必要であり、

本計画は、本市全ての人を対象とし、計画の実施は、行政だけでなく、市民、事業

者も担うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の期間は、平成 29 年度から平成 38 年度までの 10 年間とします。 

ただし、社会経済情勢の変化に柔軟に対応するとともに、計画の進捗状況を評価・

分析し、５年後を目処に、必要に応じて計画を見直すものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の担い手  

計画の期間  
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計画の目標  

基 本 目 標 

環境から創る 活力と魅力あふれる都市 とやま 

人と自然が共生して健康で快適に暮らせるまち 分野別目標１ 

低炭素・レジリエントな社会が構築されたまち 分野別目標２ 

環境に配慮した省資源・循環型のまち 分野別目標３ 

環境と人にやさしいコンパクトなまち 分野別目標４ 

持続可能な付加価値を創造し続けるまち 分野別目標５ 

環境を支える人づくりと協働のまち 分野別目標６ 



6 

 

 

 

 私たちは、森里川海に象徴される広大な自然から、おいしい水やきれいな空気、

実り多い食料や生活に役立つ資材をはじめ、自然が持つ防災・減災機能、生活文化

やレクリエーションなど多くの恵みを受けています。こうした恵み豊かな自然が、

本市の発展や私たちの安全で快適な生活の基盤となっています。私たちには、先代

より引き継がれてきた豊かな自然と、それに支えられた歴史や文化、暮らしを次の

世代にも引き継ぐ責務があります。 

 

 一方、地球温暖化や廃棄物処理など、多様化・深刻化する地球環境問題は、大量

生産・大量消費・大量廃棄型の今日の経済社会システムや私たちのライフスタイル

に起因しています。 

  

特に、化石燃料をはじめとする有限な地下資源の大量消費は、いずれ枯渇するだ

けでなく、環境負荷の増大をもたらし、地球規模での気候変動の進行を加速化する

とともに、自然の物質循環や生態系の均衡を損なうおそれがあるなど、将来に及ぼ

す影響が懸念されます。 

 

 私たちは、このような地球環境問題に対応するため、資源の有限性を改めて認識

し、自然との関わり方も含めて、経済社会や生活のあり方を見つめ直すことで、環

境に配慮したライフスタイルへの転換や、あらゆる機会や場での環境保全活動に積

極的に取り組んでいくことが不可欠です。 

 

 こうした取組みを継続的に行うことで、健全な環境が身近な地域から地球規模に

わたって保全され、私たち一人ひとりが、誰一人取り残されることなく健康で幸せ

を実感できる「持続可能な社会」を構築し、環境先進都市として国際社会のモデル

となるよう市民のシビックプライドを醸成しつつ、将来へ引き継いでいくことが必

要です。 

 

また、東日本大震災を契機として、安全を前提としたエネルギーの安定供給と環

境への適合や、人と人とのつながりによるソーシャルキャピタル（社会的絆）など

の視点の重要性が再認識され、環境問題はもとより、経済、社会の諸課題にも対応

した環境政策を分野横断的に展開していくことが求められています。 

 

 

基本目標の考え方 
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この環境政策の分野横断的な展開により、環境価値をてことした経済全体の高付

加価値化やグリーン新市場の創造を誘導するとともに、多様な地域資源の活用を通

じて持続可能な付加価値を創造し、地方創生につなげていくことが重要です。 

 

さらに、平成27年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030

アジェンダ」の中核となるＳＤＧｓは、様々な環境問題にも関連し、その着実な実

施が多様な環境問題の解決や、環境、経済、社会の価値向上にもつながることから、

国際目標の達成に際しては国だけでなく、地域レベルでの取組みや地方自治体の貢

献に大きな期待が寄せられています。 

 

こうしたことから、富山市では、市民、事業者、行政が一体となって本計画を推

進することにより、誰もが環境価値を共有し、環境を良くする行動を巻き起こし、

環境とともに地域や経済の力も高めることで、「環境・経済・社会」が統合的に向上

した持続可能な都市を目指すものとし、第２期環境基本計画においても「環境から

創る 活力と魅力あふれる都市 とやま」を計画の基本目標とします。 
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１－１－１  水資源の保全・活用 

１－１－２  地下水や地盤環境の保全 

１－１－３  水質の保全 

１－１－４  水辺環境の保全・活用 

１－１－５  健全な水循環の確保 

 

 
 

１－２－１  大気汚染の防止 

１－２－２  騒音・振動の防止 

１－２－３  悪臭の防止 

１－２－４  土壌汚染の防止 

１－２－５  化学物質対策の推進 

１－２－６  空き家・空き地対策の推進 

１－２－７  健康で快適な生活環境づくり 

 

 
 

１－３－１  森林の保全・活用 

１－３－２  農地の保全・活用 

 

 
 

１－４－１  身近な自然の保全・活用 

１－４－２  生態系の保全 

 
  

施策の体系  

 分野別目標１ 人と自然が共生して健康で快適に暮らせるまち 

水資源の保全・活用 １－１ 

生活環境の保全 １－２ 

森林・農地の保全・活用 １－３ 

生物多様性の保全 １－４ 
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２－１－１  省エネルギーの推進 

２－１－２  再生可能エネルギーの導入促進 

２－１－３  温室効果ガスの吸収源対策 

２－１－４  次世代自動車の普及促進 

２－１－５  エネルギーの地産地消の推進 

２－１－６  水素社会化の取組みの推進 

２－１－７  公共の率先的な温暖化対策 
 

 
 

２－２－１  気候変動に適応した都市レジリエンスの推進 

２－２－２  気候変動への適応の啓発と調査研究 
 

 

 
 

 
 

３－１－１  ごみの減量化とリサイクルの推進 
 

 
 

３－２－１  産業廃棄物の適正処理 

３－２－２  不法投棄対策 

 

 
 

３－３－１  エコタウン事業の充実 

 

 

 

 

 分野別目標２ 低炭素・レジリエントな社会が構築されたまち 

気候変動の緩和策の推進 ２－１ 

気候変動の影響への適応 ２－２ 

 分野別目標３ 環境に配慮した省資源・循環型のまち 

資源効率化・３Ｒの推進 ３－１ 

廃棄物の適正処理の推進 ３－２ 

エコタウンを核とした地域内循環の推進 ３－３ 
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４－１－１  歩いて暮らせるまちづくり 

４－１－２  まちなか及び公共交通沿線への居住推進 

４－１－３  地域特性に応じたまちづくり 
 

 
 

４－２－１  まちづくりと一体となった公共交通網の形成と活性化 

４－２－２  公共交通利用の促進 

４－２－３  自転車利用の促進 
 

 
 

４－３－１  憩いの場の創出と緑化の推進 

４－３－２  水とみどりの保全・活用 
 

 
 

４－４－１  美しい景観の保全・創造 

４－４－２  歴史・文化の継承 
 

 

 

  

 分野別目標４ 環境と人にやさしいコンパクトなまち 

コンパクトなまちづくりの推進 ４－１ 

環境負荷の少ない交通体系の構築 ４－２ 

うるおいのあるまちづくりの推進 ４－３ 

まちの景観・美観と歴史・文化の継承 ４－４ 
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５－１－１  農林水産業の振興 

５－１－２  地産地消の推進 

５－１－３  ６次産業化の推進 

 

 
 

５－２－１  地域特性に応じた自立・分散型コミュニティの形成 

５－２－２  地域資源を活用した交流促進と活性化 
 

 
 

５－３－１  広域的・国際的な取組みの推進 

 

 
 

５－４－１  環境未来都市の取組みの推進 

５－４－２  エネルギー効率改善都市の取組みの推進 

５－４－３  環境先進都市としての発信 
 

 

 
 

 
 

６－１－１  次世代の担い手への環境教育 

６－１－２  環境学習の機会・場づくり 

６－１－３  環境関連の情報発信 

 

 
 

６－２－１  エコライフ・エコ企業活動の推進 

６－２－２  ボランティア・地域との協働 
 

 

 

  

 分野別目標５ 持続可能な付加価値を創造し続けるまち 

農林水産資源の高付加価値化 ５－１ 

地域資源を活かした持続可能な地域づくり ５－２ 

広域的・国際的な支援・協力の推進 ５－３ 

環境先進都市のブランド化 ５－４ 

 分野別目標６ 環境を支える人づくりと協働のまち 

環境教育・学習の推進 ６－１ 

協働による共生社会づくり ６－２ 
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分野別目標  

 

本市の広大で豊かな自然は、生き物の命を育み、様々な恵みをもたらしています。

しかし、近年は、手入れが行き届かない森林や里山が増加し、森林が有する機能の

低下が懸念されるなどの課題が生じています。 

私たちは、豊かな自然の恵みを受け、良好な生活環境のなかで暮らしており、こ

のような健康で快適に暮らせる生活環境を確保し、将来へ引き継いでいく必要があ

ります。 

そのため、本市の自然の豊かさや自然が持つ多様な価値を再認識し、森里川海の

つながりや健全な水循環等を確保するとともに、自然の維持・回復にも資する環境

リスクの低減や生態系の保全を通じて、人と自然が共生した健康で快適な暮らしの

実現を目指します。 

「人と自然が共生して健康で快適に暮らせるまち」を目標とし、「水資源の保全・

活用」、「生活環境の保全」、「森林・農地の保全・活用」、「生物多様性の保全」を基

本施策とします。 

 

水は、生命の源で、日常生活や産業活動にも欠かせないものであり、限りある資

源です。一般的に、水は、森林や農地等への降雨が土壌に保水されながら、地表水

や地下水として流下し、河川や湖沼、海に流れながら大気中に蒸発して再び降雨と

なり、循環しています。 

市内には、急峻な山々を水源とした神通川や常願寺川など大小の河川が富山湾ま

で注いでいます。私たちは豊かな水の恵みを受けており、水は愛着のある大切な資

源になっています。 

この水環境を地域の魅力ある資源として有効に活用するとともに、豊かな水環境

に支えられた私たちの生活を将来に引き継ぎます。 

 

■豊かな水環境 

本市は、急峻な山々から富山湾に至るまで多くの河川が流れる豊富な水資源を有

人と自然が共生して健康で快適に暮らせるまち 

目 標 １ 

水資源の保全・活用 基本施策１－１ 

現況と課題 
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するほか、水量が多く水質も良好な地下水に恵まれています。 

これらの水資源は、農業、工業、生活、消雪、水力発電など、様々な用途に利用

されています。 

私たちの元に届く水道水は、立山連峰をはじめとした、全国有数の豪雪地帯であ

る山岳部の豊富な雪解け水や雨水を原水としています。 

これらの原水は、豊かな森林の浄化作用や急峻な地形を流れ下ることなどによっ

て、十分な酸素と適度のミネラルを含んでいることから、本市の水道水は、自然の

恵みを受けたおいしい水となっています。 

この水道水をペットボトルに詰めた「とやまの水」は、国際的な品質コンクール

「モンドセレクション」において、平成 24年度から 5 年連続して金賞以上を受賞

し、国際的にも高い評価を受けています。 

また、豊富な水資源の有効活用と地理的特性を活かし、市内各所に大規模な水力

発電所のほか、小規模な水力発電所も設置されており、地域の観光資源や環境教育・

学習の場として活用されています。 

さらに、富山県が選定する「とやまの名水」66 件のうち、13 件が市内から選定

されるなど、市内には豊かな水環境が形成されており、こうした貴重な水資源を将

来にわたって保全・活用していくことが必要です。 

 

【図表１ 市内の主要河川・運河と水質調査地点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）富山市「富山市の環境 平成 28 年度版」  
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【図表２ とやまの名水】 

名 称 所 在 地 区 分 

① 常
じょう

願
がん

寺川
じ が わ

の清 流
せいりゅう

 富山地域、大山地域 河 川 

② 松川
まつかわ

 富山地域 河 川 

③ 石倉町
いしくらまち

の延命
えんめい

地蔵
じ ぞ う

の水
みず

 富山地域 井 戸 

④ 中ノ寺
なかのてら

の霊水
れいすい

 大山地域 湧 水 

⑤ 有
あり

峰
みね

湖
こ

 大山地域 湖 沼 

⑥ 常
じょう

西合口
さいごうくち

用水
ようすい

 富山地域、大山地域 用 水 

⑦ 殿様
とのさま

清水
しょうず

 大沢野地域 湧 水 

⑧ 八
や

木山
き や ま

の滝
たき

 大沢野地域 湧 水 

⑨ 神通峡
じんづうきょう

 大沢野地域、細入地域 河 川 

⑩ 桂
かつら

の清水
しょうず

 八尾地域 湧 水 

⑪ 加持
か じ

水
すい

 婦中地域 湧 水 

⑫ 花
か

山寺
ざ ん じ

の霊水
れいすい

 山田地域 湧 水 

⑬ 朝日
あ さ ひ

の滝
たき

 婦中地域 湧 水 

（出典）富山県資料より作成 

 

■地下水 

 地下水位については、近年、おおむね横ばいで推移していますが、地下水の採取

量の増加や土地利用の変化等に伴う涵養量の減少により、地下水位の低下や地下水

の塩水化といった地下水障害が懸念されています。 

また、地下水の過剰な採取によって起こり得る地盤沈下の対策も推進する必要が

あります。 

 

■水質 

市内の河川の水質は、工場等の公害防止対策や下水道の整備などにより、全体と

して改善されてきています。 

河川や運河、湖沼における水質測定の結果では、全ての環境基準点で環境基準に

適合しています。 

また、地下水や海水浴場の水質に関しても環境基準に適合しており、これらの水

域については、今後も監視を続け、水質を保全していくことが大切です。 

なお、富岩運河の河川水及び河川底質の項目については、ダイオキシン類が環境

基準を超過しているため、運河の管理者である富山県で対策が進められています。 
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【図表３ 汚水処理人口普及率（平成 27 年度）】 

地 域 区 分 

行政区域

内 人 口 

（ 人 ） 

下 水 道 処 理 人 口 （ 人 ） 農 業 集

落 排 水

等 人 口 

（ 人 ） 

合併浄化

槽 人 口 

（ 人 ） 

地 域 し

尿 人 口 

（ 人 ） 

合  計 

（ 人 ） 

汚 水 処

理 人 口

普 及 率

（ ％ ） 
 

うち、水

洗化人口 

（ 人 ） 

水 洗 化

率（％） 

富 山 地 域 321,265 301,377 289,141 95.9 11,235 3,877 3,211 319,700 99.5 

大沢野地域 22,218 17,643 16,948 96.1 1,138 2,216 0 20,997 94.5 

大 山 地 域 10,273 7,191 6,834 95.0 2,644 78 0 9,913 96.5 

八 尾 地 域 20,431 17,363 14,701 84.7 2,148 517 0 20,028 98.0 

婦 中 地 域 41,039 38,311 34,002 88.8 1,451 967 0 40,729 99.2 

山 田 地 域 1,548 1,034 1,001 96.8 455 59 0 1,548 100.0 

細 入 地 域 1,405 1,176 1,046 88.9 226 3 0 1,405 100.0 

計 418,179 384,095 363,673 94.7 19,297 7,717 3,211 414,320 99.1 

（出典）富山市調べ 

 

■水辺環境 

 河川の持つ美しい水辺や多彩な表情を持つ富山湾の海辺は、市民共通の資産とし

て保全し、将来へ引き継がなければなりません。また、こうした水辺環境は、訪れ

た人に安らぎを与え、地域の魅力を高める貴重な資源として活用していく必要があ

ります。 

 

■健全な水循環 

 健全な水循環を維持または回復する上で、森林、河川、農地、都市等における貯

留、涵養機能の維持及び向上を市域全体で図ることが不可欠です。 

 また、水循環に係る施設は、市民生活及び産業活動を支える重要な基盤であり、

将来にわたり施設の機能、サービス水準及び安全性を確保するため、適切に維持管

理・更新等を行っていくことが必要です。 

私たちは、水の恩恵を享受し続けるため、一人ひとりが水の大切さや健全な水循

環の重要性を理解し、自発的に水資源を大事にする行動をとっていくことが必要で

す。 
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1－1－1 水資源の保全・活用 

水源地域における水環境への負荷軽減、水涵養など、水環境の総合的な保全を進

めるとともに、健全な水循環を確保し、安全でおいしい水を供給します。 

また、豊かな水資源を地域資源として活用した地域づくりやブランド化を進めま

す。 

○ 水源の保全に関する啓発を進めます。 

○ 水源涵養保安林などの整備を行います。 

○ 水源の監視やパトロールを行い、水源地の汚染や自然破壊等を未然に防止します。 

○ 農業用水等を活用した小水力発電の導入促進を図ります。 

○ 本市の水道水は豊かな自然が生み出す安全・安心なおいしい水であることを積

極的にＰＲし、市のイメージアップを図ります。 

 

1－1－2 地下水や地盤環境の保全 

地下水の適正利用及び涵養を推進し、地下水位の低下による障害の防止や地盤環

境の保全を図ります。 

○ 地下水位、地下水採取量、地下水の塩素イオン濃度などの監視・調査を継続し

ます。 

○ 雨水や融雪水の地下浸透を促し、地下水涵養を進めます。 

○ 「富山県地下水の採取に関する条例」に基づき、地下水の合理的な利用を進め

ます。また、消雪設備の維持管理徹底の啓発を図ります。 

施 策 

 
１－１ 水資源の保全・活用 

水資源の保全・活用 1－１－１ 

地下水や地盤環境の保全 1－１－２ 

水質の保全 1－１－３ 

水辺環境の保全・活用 1－１－４ 

健全な水循環の確保 1－１－５ 
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1－1－3 水質の保全 

河川や湖沼、海、地下水など様々な水環境において、水質監視や排水対策を進め、

水質を保全します。 

○ 公共用水域の定期的・継続的な水質監視を行います。 

○ 底質環境の定期的・継続的な調査監視を行います。 

○ 富山県の水質環境計画（クリーンウォーター計画）、富山市生活排水処理基本計

画に基づき、地域の特性に合わせた生活排水処理施設の整備を進めます。また、

施設の機能保持に努め、水質を保全します。 

○ 事業所に対する立入調査・指導を行います。 

○ 合流式下水道の改善を進めます。 

○ 下水道未接続家屋への接続促進活動を実施します。 

○ 地下水の定期的・継続的なモニタリングを行います。 

○ 海水浴場の定期的・継続的な水質検査を実施します。 

○ 県と協力し、窒素・りんの削減など、富山湾の水質保全対策を進めます。 

○ ゴルフ場で使用される農薬による水質汚濁を防止するため、ゴルフ場排水の水

質検査と周辺の井戸調査を行います。 

○ 堆雪空間の確保など雪対策を推進し、河川への排雪投棄を防ぎます。 

○ 水質事故の未然防止対策を推進します。 

 

1－1－4 水辺環境の保全・活用 

市民共通の資産である水辺や海辺がもつ生態系や親水性に配慮し、水辺環境の保

全や活用を進めます。 

○ 河川や海岸の美化、川や海の水生生物の保護を推進します。 

○ 国や県と連携し、河川や海の保全・整備に努めます。 

○ 環境に配慮した河川整備を実施します。 

○ 海や河川などの水辺環境を活かした交流活動やレクリエーション拠点の整備、

景観や親水性に配慮した水辺空間の整備を進めます。 

 

1－1－5 健全な水循環の確保 

水資源は有限なため、川の上流から下流までの流域全体を考慮し、健全な水循環

を確保します。 

○ 水資源に関する情報提供・啓発を行います。 

○ 節水や水利用の合理化・効率化、水の循環的利用を推進します。 

○ 雨水貯留施設などの整備を進めます。 

○ 水循環に関する情報収集に努めます。 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

1-1 環境基準点の監視調査数 

（水質） 

8 箇所 

（H28） 
現況値を維持する。 

1-1 環境基準点の監視調査数 

（地下水） 

19 箇所 

（H28） 
19箇所以上を維持する。 

1-1 汚水処理人口普及率 

 

99.1％ 

（H27） 
現況値より高くする。 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 水や水源地への理解を深め、これらの大切さを家族や周りの人に広めます。 

 地盤沈下の未然防止のため、日常生活で節水を心がけます。 

 雨水の有効利用に努めます。 

 家庭から出る生活排水を適正に処理します。 

 身近な水辺環境を大切にします。 

 海や川での交流活動に参加します。 

 海岸や河川敷の環境保全に努めます。 

 下水道が整備されている場合は、早期に下水道へ接続します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 事業活動での節水に努めます。 

 上水・地下水利用は適正に行い、雨水や中水などの利用を図ります。 

 事業所の排水を適正に処理し、排水基準の遵守等、水質管理を徹底します。 

 有害な化学物質や重油等による河川や湖沼、海、地下水などの汚染を防

止します。 

 建物や駐車場などの建築・改築・整備にあたっては、雨水の地下浸透が

促されるよう配慮します。 

 農業用水等を活用した小水力発電の導入を検討します。 

  

目 標 
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 豊かな自然の恵みを受け、私たちは良好な生活環境のなかで暮らしています。 

 大気や土壌などが汚染されれば、人の健康や生態系に深刻な影響を及ぼす可能性

もあり、回復も容易ではありません。 

本市の良好な生活環境を将来に引き継ぐため、総合的な視点で健康で快適な生活

環境を確保していきます。 

 

■大気環境 

 本市では、大気汚染の状況を正確に把握するため、一般環境大気観測局 5 局、自

動車排出ガス観測局 3 局及び補完局 1 局で、二酸化硫黄や二酸化窒素、浮遊粒子

状物質、微小粒子状物質、光化学オキシダント、一酸化炭素、炭化水素などを常時

監視しているほか、うち 1 局ではベンゼンなどの有害大気汚染物質21 物質の測定

を実施しています。 

なお、環境基準適合状況については、一般環境大気観測局の全てにおいて、光化

学オキシダントが環境基準に不適合となっていますが、その他の物質は全ての項目

で環境基準に適合しており、良好な状態が維持されています。 

 

■騒音・振動 

 環境騒音等は 35 地点で測定しています。平成 27 年度の環境騒音の測定結果で

は、環境基準を昼間・夜間の両時間帯で達成しているものが 90％、いずれかの時

間帯が達成しているものを含めると 97％の達成率となっています。 

自動車騒音では、自動車走行台数の多い地点を中心に 7 地点で測定したところ、

全ての地点で要請限度を超えない結果となっています。 

 また、道路交通振動については、11 地点で測定したところ、全ての地点で要請

限度を超えない結果となっています。 

 新幹線鉄道騒音・振動については、沿線６地点で測定したところ、騒音は５地点

で環境基準を達成しています。振動は、全ての地点で指針値を超えない結果となっ

ています。 

 

■悪臭 

 本市では、悪臭発生源を有する事業所に対して、法に基づく立入調査や、工場・

事業所の施設の適正な使用及び維持管理について指導を実施しています。 

生活環境の保全 基本施策１－２ 

現況と課題 
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平成 27 年度は、延べ 18 事業所に立入調査を行いましたが、規制基準を超えた

事業所はありませんでした。 

 

■土壌 

 本市では、土壌汚染対策法に基づき対策を実施しており、平成 27 年度に 3,000

ｍ2 以上の形質変更届が提出された件数は 49 件、同法に規定する要措置区域等に

指定された区域はありませんでした。 

また、土壌 8 地点でダイオキシン類の環境調査を実施した結果、全ての地点で環

境基準に適合していました。 

 

■化学物質 

 人の健康や生態系に有害なおそれがある化学物質は PRTR 制度によって、取り扱

う事業者が、管理や移動の量を毎年届け出ることが義務づけられています。事業者

の届出データは、都道府県を経由して国に集められ、その他の発生源（家庭、農地、

自動車など）からの排出量とあわせて公表されています。 

  

■空き家・空き地 

 空き家については、廃屋化することによる倒壊等に伴う事故のおそれや、樹木等

の繁茂による近隣住民へ悪影響を及ぼすおそれが懸念されるケースが増加してお

り、適正な管理を進める必要があります。 

また、空き地に繁茂した雑草の放置を規制し、良好な生活環境を保全していく必

要があります。 

 

■健康で快適な生活環境 

 本市がより住みやすく、誰からも選ばれるまちとなるため、食や健康の安心・安

全に対するニーズに対応し、健康で快適に暮らせる生活環境づくりを進めていくこ

とが必要です。 
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1－2－1 大気汚染の防止 

 大気の監視や汚染の発生源に対する対策を行い、大気汚染を防止します。 

○ 大気汚染状況の監視を行います。 

○ 事業所に対する規制・指導、焼却炉の使用や野外焼却の監視・指導を行います。 

○ 自動車排出ガス対策を推進します。 

○ 工場・事業所のボイラーなど固定発生源対策を促進します。 

○ アスベストを使用する建築物の解体・改修事業者に対する規制・指導を行います。 

 

1－2－2 騒音・振動の防止 

 騒音・振動について監視や規制・指導などを行い、静かで良好な環境を守ります。 

○ 道路交通騒音・振動を監視します。 

○ 新幹線鉄道騒音・振動を監視します。 

○ 事業所からの騒音・振動の規制・指導を行います。 

○ 建設作業などから発生する騒音・振動の未然防止対策を進めます。  

○ 公共交通機関の利用促進など、交通流対策を進め、交通量の削減や分散を図り

ます。  

施 策 

 
１－２ 生活環境の保全 

大気汚染の防止 1－２－１ 

騒音・振動の防止 1－２－２ 

悪臭の防止 1－２－３ 

土壌汚染の防止 1－２－４ 

化学物質対策の推進 1－２－５ 

空き家・空き地対策の推進 1－２－６ 

健康で快適な生活環境づくり 1－２－７ 
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○ 低騒音舗装や道路維持などにより、路面状況から発生する騒音や振動を緩和し

ます。  

○ 工場と住宅の混在している地域において、土地利用の適正化を促進します。  

○ 近隣騒音の発生抑制に関する啓発を行います。 

 

1－2－3 悪臭の防止 

 悪臭を防止します。 

○ 悪臭防止法や富山県公害防止条例に基づく規制の充実を図ります。  

○ 事業所に対して施設の適正管理を指導するなど、悪臭防止対策を進めます。 

  

1－2－4 土壌汚染の防止 

 土壌汚染の被害・拡大を防ぎます。 

○ 有害物質の取り扱い事業所に対する汚染防止設備等の設置を促進します。 

○ 特定有害物質取り扱い施設の移転・建て替えに際して調査指導を行うとともに、

汚染発覚時の浄化措置等の実施を徹底します。 

 

1－2－5 化学物質対策の推進 

 様々な化学物質について、それぞれに適切な規制や管理などの徹底を図ります。 

○ 企業の自主的な管理・報告の徹底とリスクコミュニケーションを促進します。 

○ 化学物質に関する各種法律に基づいた排出事業者への指導を行います。 

○ 人の健康や生態系への影響が明確にされていない化学物質リスクの情報を収集

するとともに、市民への情報提供を行います。 

 

1－2－6 空き家・空き地対策の推進 

空き家・空き地の適切な管理を推進します。 

○ 管理不全な空き家が発生しないよう、対策を検討します。 

○ 空き家の適正な管理について市民啓発に努めます。 

○ 空き地所有者等に対する適正管理についての指導に努めます。 

 

1－2－7 健康で快適な生活環境づくり 

市民が健康で快適に暮らせる生活環境づくりを進めます。 

○ 食の安心・安全の啓発を行います。 

○ 感染症、熱中症予防等の啓発を行います。 

○ 事業所の監視指導や検査体制の充実を図ります。 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

1-2 環境基準点の監視調査数 

（大気・騒音・ダイオキシン類） 

94 箇所 

（H27） 
現況値を維持する。 

1-2 事業所立入検査数 414 事業所

（H27） 
現況値より増加させる。 

 
 

市 民 の 取 組 み  
 

  

 不要な自動車の使用をできるだけ控え、公共交通機関を利用します。 

 自動車を運転する際は、アイドリングストップなどエコドライブを心が

けます。 

 騒音やペットなどによる迷惑をかけないよう、近隣に配慮して、地域の

静かな生活環境を守ります。 

 環境にやさしい次世代自動車を利用します。 

 空き家の適正管理に努めます。 

 雑草を除去するなど空き地の適正管理に努めます。 

 食の安心・安全に対する理解を深めます。 

 感染症や熱中症予防等に対する理解を深めます。 

 

事 業 者 の 取 組 み  
 

  

 環境法令を遵守します。 

 業務用施設、空調、ボイラーなどは、省エネルギー型の設備を導入し、

適正な維持管理により公害の発生を防止します。 

 環境にやさしい次世代自動車の導入を推進します。 

 不必要な自動車の使用を控え、自動車を使用する際は、エコドライブを

徹底します。 

 建物の解体・建築などの工事に伴う粉じんや騒音・振動は、工法や工事

用機械を工夫してできるだけ減らします。 

 土壌汚染や悪臭の防止に努めます。 

 建物の解体等にあたって、アスベスト飛散防止策を徹底します。 

 化学物質の適正管理を行うとともに、積極的な情報公開を行います。 

 従業員への感染症や熱中症予防等の啓発に取り組みます。 

目 標 
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 本市の面積の約 7 割を占めている森林は、様々な公益的機能を有しています。し

かし、近年は手入れが行き届かない森林が増加し、森林が持つ環境保全や災害防止

といった機能の低下が懸念されています。また、農地についても、農業者の高齢化

や後継者不足により、多面的機能の低下が懸念される状況となっています。 

森林や農地の有する様々な機能を有効に活用しながら、豊かな森林・農地を将来

に引き継ぎます。 

 

■森林 

 本市の森林面積は約 86,349ha であり、市域の約 7 割を占めています。このう

ち、約 3 割が国有林、7 割が民有林となっています。 

 森林は、木材資源の生産のほかにも、豊かな水を育む、災害を防止する、憩いや

学びの場を提供する、二酸化炭素を吸収して気候変動を和らげる、野生生物の生息

域となり生物多様性を保全するなど、様々な公益的機能を有しており、こうした機

能を将来に維持していくことが重要となっています。 

 しかし、中山間地域の過疎化や少子高齢化の進展に伴う森林管理の担い手の減少

などから、森林や丘陵地の管理が行き届かず荒廃してきていることが懸念されてい

ます。 

このため、林業生産・経営基盤の強化を通じた計画的な森林整備が必要となって

います。また、森林の有する様々な機能を有効に活用し、森林資源の循環利用や持

続可能な林業経営を展開するとともに、地域やボランティアとの協働により、森林

の保全・活用に取り組む必要があります。 

 

【図表４ 森林面積（平成 26 年度）】 

 
総土地面積 

（ha） 

森林面積（ha） 
森林面積

の割合 

（％） 計 国有林 
民有林 

計 うち、人工林 

富 山 市 124,185 86,349 28,223 58,126 13,955 70 

富 山 県 424,762 285,381 105,676 179,705 51,061 67 

（出典）富山県「富山県森林・林業統計書（平成 26 年度版）」 

 

森林・農地の保全・活用 基本施策１－３ 

現況と課題 
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■農地 

 農地面積は市域の約 1 割を占め、そのほとんどが水稲を中心とした水田です。農

地や農業用水は、農作物の生産はもちろん、環境を保全する様々な機能を持ってい

ます。また、広々とした水田や棚田の風景は、地域の大切な資源です。 

 しかし、農業者の高齢化や後継者不足により、農業の担い手不足や耕作放棄地の

増加が深刻化しており、多面的機能の低下が懸念される状況となっています。 

 このため、農業の効率化や担い手の育成とともに、農地の有する機能を活用した

交流促進や地域の活性化等を図ることにより、農地の保全・活用に取り組む必要が

あります。 

 

 

 

 

1－3－1 森林の保全・活用 

 市民の参加や協力による森林・里山の維持管理や、森林資源の有効活用など、森

林の保全・活用を図ります。 

○ 富山市森づくりプラン（富山市森林整備計画）に基づく計画的な森林の整備・

保全を行います。 

○ 市民参加による森林や里山の整備・保全を推進します。 

○ 木質バイオマスや地域材の利用促進など、森林資源の有効活用を促進します。 

○ 森林や里山の持つ役割や保全活動の大切さについて、体験活動などを通じて普

及啓発を行い、市民の理解や保全活動への参加を促進します。 

 

1－3－2 農地の保全・活用 

農業の活性化などにより、農地の保全・活用を進めます。 

○ 農業を振興し、農地の持つ多面的機能の維持を図るため、農業従事者がやりが

いを持って農業に取り組める環境づくりに努めます。 

○ 中山間地域等直接支払制度などの事業を活用し、耕作放棄地の発生・増加の防

止に努めます。 

施 策 

 
１－３ 森林・農地の保全・活用 

森林の保全・活用 1－３－１ 

農地の保全・活用 1－３－２ 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

1-3-1 森林整備面積 

 

151ha 

（H27） 
190ha 

1-3-1 間伐等実施面積 

 

84ha 

（H27） 
100ha 

1-3-1 里山林整備延べ面積 

 

94ha 

（H27） 
214ha 

1-3-1 呉羽丘陵放任竹林整備面積 3.6ha 

（H27） 
4.0ha 

1-3-1 竹林ボランティア活動参加者数 141 人 

（H27） 
200 人 

1-3-1 森林ボランティア団体数 56 団体 

（H27） 
66 団体 

1-3-2 中山間地域等直接支払制度の 

集落協定締結面積 

1,202.5ha 

（H28） 
現況値を維持する。 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 森林や里山、棚田などの保全活動に積極的に参加します。 

 地域材への理解を深め、燃料としての利用や建築資材としての活用に努

めます。 

 森林の公益的機能の重要性について理解します。 

 森づくりに関するボランティア活動に参加します。 

 中山間地域の持つ多面的機能についての理解を深めます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 地域材を積極的に利用します。 

 森林の有する価値を認識し、森林の整備・保全に努めます。 

 農地の復元や景観作物の栽培などにより、耕作放棄地の発生・増加の防

止に努めます。 

 

目 標 
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本市は、東に立山連峰、南に北アルプスに続く山々、西は呉羽丘陵などの丘陵地

が続き、北は富山湾に囲まれた変化に富んだ地形を有しており、そこに生息・生育

する動植物も多種多様です。これらの自然は、私たちの生活に多くの恵みをもたら

し、美しい景観や地域の身近な自然は、私たちの心の拠り所ともなっています。 

この豊かな自然との共生を図り、将来に引き継ぎます。 

 

■豊かな自然 

市内には、東部の山岳地帯を中心に、豊かな自然が多く残っており、希少な生物

も生息しています。豊かな自然は、生態系の保全とともに、市民が身近に自然と親

しみ、安らぎを感じられる場としても重要な役割を果たしています。 

豊かな自然を保護するとともに、その利用を推進するため、国は国立公園や国定

公園を、富山県は県立自然公園（大山地域：中部山岳国立公園、有峰県立自然公園、

八尾地域：白木水無県立自然公園）を指定しています。また、県では、身近で特色

ある風景地を保全するとともに、その利用を増進するために県定公園を指定してい

ます。 

さらに、県では、天然林や貴重な野生生物を保護するために自然環境保全地域を

指定しており、この地域内では自然を損なうおそれのある行為を禁止するとともに、

保護のための施設を整備しています。 

 

【図表５ 県定公園】 

名 称 面 積 地 域 主たる観光地 

神 通 峡 県 定 公 園 1,160 ha 
大沢野 

細 入 

春日公園、寺家公園、猿倉山、 

御前山、片路峡 

呉 羽 丘 陵 県 定 公 園 487 ha 富 山 呉羽山、城山 

立 山 山 麓 県 定 公 園 980 ha 大 山 立山山麓、大品山、龍神の滝 

牛 岳 県 定 公 園 2,431 ha 山 田 牛岳スキー場、牛岳温泉 

（出典）富山県「富山県統計年鑑」 

 

生物多様性の保全 基本施策１－４ 

現況と課題 
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【図表６ 自然環境保全地域】 

名 称 面 積 地 域 主な保全対象 

神 通 峡 
152.68 ha 

（45.04ha） 

大沢野 

細 入 

神通川の V 字峡谷とウラジロガシ、 

アカシデ林 

深  谷 

8.48 ha 

（1.75 ha） 

[1.75 ha]  

八 尾 

オオミズゴケ、モウセンゴケ等の湿性

植物の群生地とハッチョウトンボの

生息地 

日 尾 御 前 
34.94 ha 

（34.94 ha） 
八 尾 

安山岩質凝灰岩の特異な地形と 

優れた天然林 

常  楽  寺 
10.99 ha 

（0.70 ha） 
婦 中 

低山丘陵地にあるウラジロガシの 

天然林 

注 1：（ ）内は特別地区面積、［ ］内は野生動植物保護地区面積。 

注 2：平成 26 年度末の状況 

（出典）富山県「富山県統計年鑑」 

 

■自然と人との共生 

 中山間地域の里山、農地、水辺などでは、豊かな自然と人の暮らしとの関わりの

中で、自然と人との共生が図られていました。しかし、中山間地域における過疎化

や少子高齢化の進展に伴い、近年、手入れが行き届かない里山林が増えていること

などから、里山でのイノシシ、サル等による農作物被害の拡大や、人里でのクマに

よる人身被害が懸念されています。 

また、都市近郊では農地や自然の減少によるメダカなどの身近な生き物の減少、

都市部でのカラスの増加による被害が懸念されています。 

森里川海のつながりの維持及び回復と共に、生物の多様性を確保し、自然と人の

共生を図っていくためには、産業、観光、教育、研究など多様な分野での生物資源

の持続的な利用が不可欠であり、動植物、地形・地質、湧水などの自然環境を適切

に保全していく必要があります。  

本市では、国のレッドリスト及び富山県のレッドデータブックに選定されている

希少な野生動植物の生息・生育が確認されており、富山市ファミリーパークにおい

ても、国の天然記念物ニホンライチョウの人工繁殖に向けた取組みなどを進めてい

ます。 

今後、自然保護行政を効果的に行うために、科学博物館の活用や大学等の教育研

究機関とも連携しながら様々な情報を蓄積・分析し、保全を推進していくことが必

要です。 
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【図表７ 市内に生息・生育する野生動植物 [絶滅危惧Ⅰ類]】 

名 前 分 類 生 息 地 

イトアメンボ 昆 虫 類  水橋辻ケ堂（常願寺川）、小羽（神通川） 

オジロサナエ 昆 虫 類  須原（大谷川） 

オツネントンボ 昆 虫 類  富山市北部、中部 

オナガサナエ 昆 虫 類  富山市南西部域内に生息していると推測 

カトリヤンマ 昆 虫 類  富山市南部 

キイロサナエ 昆 虫 類  富山市西部 

キバネツノトンボ 昆 虫 類  細入地域 

クロゲンゴロウ 昆 虫 類  桐谷 

コオイムシ 昆 虫 類  桐谷 

コヒョウモンモドキ＊ 昆 虫 類  有峰 

セグロイナゴ 昆 虫 類  市内丘陵地 

ネアカヨシヤンマ 昆 虫 類  富山市北部、中部 

ハマスズ 昆 虫 類  常願寺川中流域 

ハネビロエゾトンボ 昆 虫 類  富山市南部 

ヒゲシロホソコバネカミキリ 昆 虫 類  有峰 

ヒメサナエ 昆 虫 類  須原（大谷川） 

ホンサナエ 昆 虫 類  富山市北部・中部域内に生息していると推測 

ヤマトマダラバッタ 昆 虫 類  富山市北部（海浜） 

アカザ 淡 水 魚 類 富山市中部 

カワヤツメ 淡 水 魚 類 富山市北部 

ミナミアカヒレタビラ＊ 淡 水 魚 類 富山市北部 

アカモズ＊ 鳥 類 富山市北部 

イヌワシ＊ 鳥 類 富山市南部、東部 

サシバ 鳥 類 富山市域 

セッカ 鳥 類 富山市北部、中部 

クマタカ＊ 鳥 類 富山市南部、東部 

クロサギ 鳥 類 富山市北部 

クロツラヘラサギ＊ 鳥 類 富山市北部 

コアジサシ 鳥 類 富山市北部 

サンカノゴイ＊ 鳥 類 富山市北部 

タマシギ 鳥 類 富山市北部 

チゴハヤブサ 鳥 類 富山市北部 

チゴモズ＊ 鳥 類 富山市北部、中部 

チュウヒ＊ 鳥 類 富山市中部 

ヒクイナ 鳥 類 富山市北部、中部 

ブッポウソウ＊ 鳥 類 富山市南部、東部 

ミゾゴイ 鳥 類 富山市北部、東部 

ヨシゴイ 鳥 類 富山市北部 

ライチョウ＊ 鳥 類 富山市南東部 

ハクバサンショウウオ＊ 爬虫類・両生類 富山市南西部、南東部 

ホクリクサンショウウオ＊ 爬虫類・両生類 富山市北西部 

アオベンケイ 維管束植物 富山市南東部 

イトイヌノハナヒゲ 維管束植物 富山市西部・中部 

オオアゼテンツキ 維管束植物 富山市北部 

オゼミズギク 維管束植物 富山市南東部 

カモメラン 維管束植物 富山市南西部 
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名 前 分 類 生 息 地 

キキョウ 維管束植物 富山市西部 

クサレダマ 維管束植物 富山市北部・南部 

サギソウ 維管束植物 富山市中部 

サジオモダカ 維管束植物 富山市北部 

サワラン 維管束植物 富山市南部 

サンショウモ 維管束植物 富山市西部 

スズムシソウ 維管束植物 富山市南部 

タヌキマメ 維管束植物 富山市北部 

トチカガミ 維管束植物 富山市南西部 

ナツエビネ 維管束植物 富山市南部 

ヌマカゼクサ 維管束植物 富山市域内に生育していると推測 

ハマアカザ 維管束植物 富山市北部 

ヒオウギ 維管束植物 富山市南部 

ヒメビシ 維管束植物 富山市西部 

ヒロハスズメノトウガラシ 維管束植物 富山市西部 

ビロードテンツキ 維管束植物 富山市北部 

フクジュソウ 維管束植物 富山市南部 

ベニバナヤマシャクヤク 維管束植物 富山市南部 

ホザキイチヨウラン 維管束植物 富山市南東部 

ホザキノミミカキグサ 維管束植物 富山市南部 

ホタルサイコ 維管束植物 富山市南部 

マイヅルテンナンショウ 維管束植物 富山市南部 

ミズキカシグサ 維管束植物 富山市北部 

ミズチドリ 維管束植物 富山市南東部 

ミズトンボ 維管束植物 富山市域内に生育していると推測 

ミズネコノオ 維管束植物 富山市北部 

ミミカキグサ 維管束植物 富山市中部 

ミヤコアザミ 維管束植物 富山市中部 

ムラサキミミカキグサ 維管束植物 富山市中部・南部 

モイワラン＊ 維管束植物 富山市南東部 

ヤナギヌカボ 維管束植物 富山市西部 

ヤマトキソウ 維管束植物 富山市南部 

オリンピックゴケ＊ 蘚 苔 類  富山市域内に生育していると推測 

キレハコマチゴケ＊ 蘚 苔 類  富山市域内に生育していると推測 

カニメゴケ＊ 地 衣 類  富山市南部 

トゲエイランタイモドキ＊ 地 衣 類  富山市南部 

注 1：富山県「富山県の絶滅のおそれのある野生生物」（平成 24 年8 月）において、富山県版カテゴリ

ーで「絶滅危惧Ⅰ類」（絶滅の危機に瀕している種）のうち、富山市域に生息・生育するもの（一

部推測を含む）を挙げた。 

注２：＊は、環境省「環境省レッドリスト 2015」で絶滅危惧Ⅰ類に分類されているもの。 

（出典）富山県「富山県の絶滅のおそれのある野生生物」（平成 24 年 8 月）、環境省「環境省レッドリス

ト 2015」（平成 27 年9 月） 
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1－4－1 身近な自然の保全・活用 

市民が気軽に自然と親しめる場づくりなどを進め、身近な自然の保全・活用を図

ります。 

○ 人々が気軽に自然を体験することができる環境整備に努めます。 

○ 生き物とのふれあいの場を確保します。 

○ 人と生き物との共生についての意識啓発を図ります。 

○ 市民が身近に自然と親しめる場の創出を図ります。 

○ 県と協力し、自然公園、自然環境保全地域、鳥獣保護区の特別保護地区等につ

いて、パトロールや山岳トイレの整備などの支援により、保全を図ります。  

 

1－4－2 生態系の保全 

市民への生き物とふれあう機会の確保や普及啓発、環境にやさしい農業の推進な

ど、生態系の保全を図ります。 

○ 自然環境の現況を把握し、保全対策の強化に努めるとともに、総合的に生態系

の保全を進める体制を整備します。  

○ 将来的に森里川海をつなぎ、持続的にその恵みを得られるような管理のあり方

を経済・社会システムに組み込むため、その実現に向けた活動を他の自治体と

連携しながら展開します。 

○ 林業基盤である林道や作業道の開設・改良は、生態系に配慮した整備に努めま

す。 

○ 有害鳥獣について、県等と連携しながら発生原因を調査し、人身被害や農作物

被害の対策・防止策を講じます。 

○ 野生生物の不適切な捕獲や採取、外来種（移入種）による本来の生態系への悪

影響及び生物の移動経路の分断、開発行為や農薬･化学肥料などによる生態系へ

の悪影響の防止に努めます。 

○ ファミリーパークの整備などを通じて、市民が生き物とふれあう機会を創出します。 

施 策 

 
１－４ 生物多様性の保全 

身近な自然の保全・活用 1－４－１ 

生態系の保全 1－４－２ 
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○ 海浜・河川敷の清掃や、川の生態系に関する教育・啓発活動を支援し、水辺の

生態系を保全します。 

○ 生物多様性の保全に関する普及啓発により、市民の生態系保全活動への参加を

促進します。 

○ 市民参加による森林や里山の整備・保全を推進し、生態系の保全を図ります。 

○ 環境保全型農業の取組みやエコファーマーの認定を推進します。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

1-4-1 森林公園等整備 7 箇所 

（H27） 
現況値を維持する。 

1-4-2 竹林ボランティア活動参加者数 

（再掲） 

141 人 

（H27） 
200 人 

1-4-2 ファミリーパークの入園者数 33.9 万人 

（H27） 
現況値より増加させる。 

1-4-2 環境保全型農業直接支払交付金 

対象面積 

141ha 

（H27） 
現況値より増加させる。 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 森林公園などを利用し、自然を楽しむ交流活動に参加します。 

 豊かな自然環境は、野生生物の生息域でもあることを十分認識し、行動

します。 

 外来種のペットを飼育する場合は、飼育責任を果たします。 

 自然とのふれあいを大切にし、自然や生き物について積極的に学習する

とともに、保全活動に参加します。 

 有害鳥獣対策では、捕獲対策や被害対策に協力します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 開発においては、生き物や生態系に十分配慮し、必要な保護や回復措置

を講じます。 

 事業所内での木の植栽や、ビオトープの造成などに取り組みます。 

 農薬・化学肥料は適正に使用し、環境保全型農業に取り組みます。 

目 標 
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平成 27 年 9 月の国連サミットで、平成 42年（2030 年）に向けたより包括的

で新たな世界共通の目標として、気候変動に関する目標を含む、ＳＤＧｓを中核と

する「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。また、2020

年以降の気候変動の抑制に向けた先進国・途上国共通の国際目標を掲げた「パリ協

定」が平成 28 年 11 月に発効するなど、市民・事業者・行政が一体となった地球

温暖化対策の更なる推進が求められています。 

気候変動問題に対しては、温室効果ガスの大幅かつ継続的な排出抑制や森林等の

吸収作用の保全・強化などによる地球温暖化の緩和策に加え、将来的に避けがたい

気候変動の影響を低減するための適応策を併せて実施することが必要です。 

このため、本市では、再生可能エネルギーの導入促進と徹底的な省エネルギー対

策をはじめとする気候変動の緩和に率先的に取り組むとともに、環境的にもレジリ

エントなまちづくりを中心とした適応策の推進を通じて、低炭素で災害等にも強く、

安全・安心な持続可能な社会の構築を目指します。 

「低炭素・レジリエントな社会が構築されたまち」を目標とし、「気候変動の緩和

策の推進」、「気候変動の影響への適応」を基本施策とします。 

 

 生活の豊かさを追求した社会経済活動が地球温暖化という地球規模の環境問題

を引き起こし、多様かつ深刻な影響をもたらしています。よって、私たちは地球環

境の有限性を認識し、ライフスタイルなどの見直しを行いつつ、持続可能で低炭素

な社会の構築を図っていかなければなりません。 

 本市においては、平成 26 年 3 月に策定した「富山市環境モデル都市第２次行動

計画」に基づき、市民・事業者・行政がそれぞれの役割を果たし、連携を図りなが

ら、環境負荷の小さい低炭素社会の実現を目指しています。 

また、国が選定する環境未来都市として、平成 29 年 3 月に策定した「第２次富

山市環境未来都市計画」では、第１次計画に位置づけていた農業用水等を活用した

小水力発電の整備をはじめ、地理的特性を活かした再生可能エネルギーの導入など、

先進性かつ独自性のある取組みに加え、環境先進都市として「国内外の都市・地域

との連携」を新たな目標に掲げ、世界共通の環境問題に対して貢献するなど、国内

外のモデルとなる環境にやさしい持続可能な都市を目指しています。 

 

低炭素・レジリエントな社会が構築されたまち 

目 標 ２ 

気候変動の緩和策の推進 基本施策２－１ 
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■省エネルギーの推進 

 私たちの暮らしや社会に必要なエネルギーの大部分は、石油をはじめとする有限

な化石燃料に依存していることから、その消費を抑制する省エネルギー化への取組

強化などが急務となっています。 

エネルギー消費等に伴い発生する温室効果ガスは、地球温暖化をもたらす大きな

要因となっており、本市全体の総排出量は減少しているものの、エネルギー転換部

門や家庭部門においては、増加傾向となっています。 

 本市では、こうした課題に対応するため、家庭や企業に対する省エネルギー意識

の啓発や、今後普及が望まれる省エネルギー設備の設置を促進するとともに、平成

26 年 9 月に国際連合 SEforALL（Sustainable Energy for All）により選定され

た「エネルギー効率改善都市」として、都市全体のエネルギー効率の改善に取り組

んでいます。 

 

【図表８ 本市の温室効果ガス排出量】 

  
平成 17 年度 平成 24 年度 

（2005 年度） （2012 年度） 

エ ネ ル ギ ー 

部  門 

エネルギー転換 45,893 t-CO2 54,063 t-CO2 

産 業 1,491,339 t-CO2 1,252,504 t-CO2 

民 生 1,352,799 t-CO2 1,349,485 t-CO2 

  うち、家庭 709,257 t-CO2 724,256 t-CO2 

  うち、業務 631,936 t-CO2 613,592 t-CO2 

運 輸 960,147 t-CO2 886,960 t-CO2 

非エネルギー 

部  門 

工業プロセス・廃棄物 245,632 t-CO2 2,147,222 t-CO2 

メタン 36,772 t-CO2 34,052 t-CO2 

一酸化二窒素 42,161 t-CO2 37,616 t-CO2 

代替フロン等 3 ガス 55,655 t-CO2 115,210 t-CO2 

森林吸収 ▲182,974 t-CO2 ▲162,316 t-CO2 

総排出量（森林吸収含む） 4,047,424 t-CO2 3,782,296 t-CO2 

（出典）富山市調べ 

 

現況と課題 
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■再生可能エネルギーの導入促進 

 再生可能エネルギーは、発電において温室効果ガスを排出しないことから、その

導入拡大は地球温暖化対策に必要不可欠となっています。 

 このことから、本市では広大で豊かな自然を有する地理的特性を最大限に活かし、

農業用水等を活用した小水力発電の導入や太陽光発電の設置促進、木質バイオマス

の活用など、再生可能エネルギーの積極的な導入・活用に努めています。 

 

■温室効果ガスの吸収源対策 

 森林は、温室効果ガスの大部分を占める二酸化炭素を吸収及び貯蔵する機能を有し

ており、森林整備や木材利用は地球温暖化対策の柱のひとつに位置づけられています。 

森林面積が市域の約 7割を占める本市では、計画的な森林整備により二酸化炭素

を長期にわたり吸収・固定する森林を育て、また、木材・木質バイオマスの持続的

な活用を進めるなどして、気候変動の緩和を図っていく必要があります。 

 

■次世代自動車の普及促進 

 自動車は日常生活や企業活動に欠かせないものですが、自動車利用に伴う二酸化

炭素の排出が地球温暖化につながるなど、様々な環境負荷を発生させます。 

本市から排出される二酸化炭素のうち、運輸部門からの排出量は約 25.0％（平

成 24 年度）を占めており、環境性能に優れた次世代自動車の普及促進やエコドラ

イブの実施など、環境に配慮した自動車利用を進め、温室効果ガスの排出抑制に努

める必要があります。 

 

■エネルギーの地産地消 

 資源の枯渇や地球温暖化といった問題に適切に対応し、低炭素社会を構築してい

くためには、地域内の未利用資源を有効に活用するとともに、域内で生産されたエ

ネルギーを域内で消費するエネルギーの地産地消を進めていく必要があります。 

エネルギーの地産地消は、自立的で効率的な経営を可能とし、資金の外部流出を

防ぐことで地域活性化につながります。また、災害時における地域のエネルギー確

保など都市レジリエンスの向上にも貢献します。 

 

■水素社会の実現に向けた取組み 

水素は多様なエネルギー源から製造が可能で、また、利用段階で二酸化炭素を排

出しないクリーンエネルギーであり、エネルギーの安定的な確保や環境負荷の低減

などに大きく貢献する次世代のエネルギーとして利用拡大が期待されています。 

本市では、水素と酸素から電気と熱をつくる家庭用燃料電池「エネファーム」の

設置促進のほか、燃料電池自動車用の水素ステーションについても将来的な整備を
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目指しています。今後は、産官学等が連携・協力を強化し、水素社会の実現に向け

た取組みを進めていくことが必要です。 

 

■公共の率先的な取組み 

 本市は、環境モデル都市として市民・事業者・行政がそれぞれの役割を果たし、

連携を図りながら低炭素社会の実現を目指すとともに、環境未来都市として、地理

的特性を活かした先進性かつ独自性のある事業に取り組んでいます。 

 行政自らが事務事業の見直しや、環境負荷の低減などに配慮した効率的な運営を

行うことはもとより、環境先進都市として様々な温暖化対策に率先的に取り組むこ

とにより、市民や事業者をリードし、将来世代に恵み豊かな都市環境を引き継いで

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2－1－1 省エネルギーの推進 

 市民・事業者・行政が一体となり、省エネルギー対策を推進します。 

○ 環境教育や出前講座を通じて、省エネ・省資源のライフスタイルの普及啓発を

進めます。  

施 策 

 
２－１ 気候変動の緩和策の推進 

省エネルギーの推進 ２－１－１ 

再生可能エネルギーの導入促進 ２－１－２ 

温室効果ガスの吸収源対策 ２－１－３ 

次世代自動車の普及促進 ２－１－４ 

エネルギーの地産地消の推進 ２－１－５ 

水素社会化の取組みの推進 ２－１－６ 

公共の率先的な温暖化対策 ２－１－７ 
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○ 「チームとやまし」の活動を通じた事業者・学校・地域・家庭などでの省エネ

ルギーに関する取組みの連携・協力を促進します。 

○ 事業所や公共施設への省エネルギー設備の導入を推進します。 

○ HEMS（家庭用エネルギー管理システム）など住宅用省エネルギー設備の導入

を推進します。 

○ LED 防犯灯の新たな設置や老朽化した灯具の LED 器具への更新を推進します。 

○ 建物における省エネ性能の向上を図り、環境負荷の少ないライフスタイルへの

転換を促進します。 

○ 平成 27 年 3 月に策定した「富山市エネルギー効率改善計画」を推進し、都市

全体におけるエネルギー効率の向上を図ります。 

 

2－1－2 再生可能エネルギーの導入促進 

豊かな自然を活かし、再生可能エネルギーの導入を推進します。 

○ 住宅の太陽光発電の設置を促進します。 

○ 企業の太陽光発電事業を支援します。 

○ 小水力発電の導入促進を図ります。 

○ バイオマスエネルギーの利用を進めます。 

 

2－1－3 温室効果ガスの吸収源対策 

森林を二酸化炭素の吸収源として有効に活用します。 

○ 市民、事業者、NPO など多様な担い手と連携し、下草刈、間伐等の森林整備を

計画的に実施し、森林の持つ公益的機能の維持増進に努めます。  

○ 森林機能の重要性に対する認識や森づくりへの参画意識の向上を図ります。 

○ 木材資源の地産地消を推進します。 

○ 地域間伐材を利用した木質ペレットの普及を推進します。 

○ 間伐材等のバイオマス発電への活用を推進します。 

 

2－1－4 次世代自動車の普及促進 

自動車利用時の環境負荷の低減に向けて、有効な対策を講じます。 

○ エコドライブの普及啓発を進めます。 

○ 環境にやさしい次世代自動車の普及を促進します。 

○ 電気自動車の中山間地域等への配置や、非常用電源としての活用など、車両の

有用性をＰＲし、普及促進を図ります。 

○ 官・民による電気自動車用充電インフラの普及に向けた広域的な取組みとも連

携しながら、その整備推進に努めます。 
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2－1－5 エネルギーの地産地消の推進 

 未利用資源の有効活用などを通じて、エネルギーの地産地消を進めます。 

○ 工場廃熱などのエネルギーの導入を検討します。 

○ 汚水の処理工程で発生する消化ガスの活用や、管渠を流れる汚水の熱エネルギ

ーの有効利用を検討します。 

○ コージェネレーションシステムの導入促進を図ります。 

○ 街区・地区単位でのエネルギーマネジメントの導入を検討します。 

○ 富山市型のエネルギー地産地消モデルを検討します。 

 

2－1－6 水素社会化の取組みの推進 

 水素エネルギーの製造、供給、輸送、販売などの流通体系の構築など、水素利用

の拡大に向けた取組みを進めます。 

○ 家庭用燃料電池「エネファーム」の設置を促進します。 

○ 水素ステーションの導入を支援し、水素利用の拡大に向けたインフラ整備を推

進します。 

○ 業務用・産業用燃料電池や燃料電池自動車の普及促進など、水素の利用拡大に

向けた検討を進めます。 

○ 本市における水素エネルギーの流通体系等の構築に向けた検討を進めます。 

 

2－1－7 公共の率先的な温暖化対策 

 行政の責務として、率先的な温暖化対策を実施します。また、メタンやフロン類

など二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出削減及び抑制対策を進めます。 

○ 「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に基づく、市の事務事業に伴う温室

効果ガスの排出削減を図ります。 

○ 「富山市グリーン購入調達方針」に基づき、環境にやさしい物品購入を推進し

ます。 

○ 公共施設への再生可能エネルギーや省エネルギー設備の導入を積極的に進めま

す。 

○ 環境面に配慮した公共施設の配置を検討します。 

○ 家畜ふん尿の適正処理とともに、環境にやさしい農業を推進します。 

○ 資源効率化・3R（リデュース・リユース・リサイクル）を推進し、廃棄物の焼

却による温室効果ガスの発生を抑制します。 

○ フロン類の適正な管理及び回収・処理を推進します。 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

2-1 温室効果ガス排出量の削減割合 

(基準年度 H17 年比) 

6.6％ 

（H24） 

30％ 

（H42） 

2-1-1 ＬＥＤ導入による二酸化炭素の 

排出削減割合 

4％ 

（H27） 
20％ 

2-1-3 バイオマス発電施設等への 

間伐材搬入量 

8,100m3 

（H27） 
9,700m3 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 日常の暮らし方を転換し、省エネルギー型のエコライフに努めます。 

 冷暖房の温度設定や待機電力の削減など、家庭における省エネルギーを

実践します。 

 家電製品等の買い換え時には省エネルギー設備を選択し、高効率エネル

ギーシステムの導入や、断熱化などにより、住宅の省エネルギー化を図

ります。 

 HEMS やエネファームなどの省エネルギー設備を設置します。 

 太陽光発電、太陽熱、地中熱利用システムなどの新エネルギー設備を設

置します。 

 間伐材やバイオマス資源の有効活用のため、ペレットストーブの設置や

廃食用油の回収に協力します。 

 環境にやさしい次世代自動車を利用します。 

 不要な自動車の使用をできるだけ控え、公共交通機関を利用します。 

 自動車を運転する際は、アイドリングストップなどエコドライブを心が

けます。 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 
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事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 事業所におけるエネルギー管理の徹底、省エネルギーを図ります。 

 省エネルギー設備の導入や建物の省エネルギー化、廃熱の有効利用を行

います。 

 太陽光発電の設置や木質バイオマスの活用など、再生可能エネルギーの

導入に努めます。 

 グリーン購入を推進します。 

 不必要な自動車の使用を控え、自動車を使用する際は、エコドライブを

徹底します。 

 環境にやさしい次世代自動車の導入を推進します。 

 自動車や空調機器等のフロン類の適正な管理及び回収を徹底します。 

 

 

近年、気温の上昇や大雨の頻度の増加など、気候変動による様々な影響が顕在化

しており、私たちは地球温暖化の抑制に加えて、このような避けがたい影響に適時

的確に適応していく必要があります。 

国では、気候変動の影響による被害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、

安全・安心で持続可能な社会を構築するため、平成 27 年に「気候変動の影響への

適応計画」を策定しており、地方においても、地域に応じた気候変動対策を進めて

いくことが求められています。 

平成 26 年にロックフェラー財団による「100 のレジリエント・シティ」に国内

で初めて選出された本市は「レジリエンス戦略」を策定し、しなやかで強靭なまち

づくりを中心に気候変動の影響に適応していきます。 

 

■気候変動の影響に適応できるまちづくり 

 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 5 次評価報告書では、気候変動を

抑制する場合には、温室効果ガスの排出を大幅かつ持続的に削減する必要があるこ

とが示されると同時に、将来、温室効果ガスの排出量がどのようなシナリオをとっ

たとしても、世界の平均気温は上昇し、気候変動の影響のリスクが高くなると予想

されています。 

気候変動の影響への適応 基本施策２－２ 

現況と課題 
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このため、温室効果ガスの排出を抑制する気候変動の緩和だけでなく、すでに表

れている影響や中長期的に避けられない影響に対し、防災をはじめとした様々な分

野で気候変動への適応策を進めていく必要があります。 

 

【図表９ 富山地方気象台の年平均気温の経年変化】 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）気象庁公表データより作成 

 

【図表１０ 富山地方気象台の熱帯夜日数の経年変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）気象庁公表データより作成 

 

■気候変動の影響への適応対策 

 気候変動の適応は、健康、自然、生態系、農林水産業、水環境など様々な分野に

関連しており、防災やまちづくり以外の分野でも適応策を検討・実施していく必要

があります。また、気候変動への適応に関する調査研究や、市民・事業者の理解促

進も求められています。 
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2－2－1 気候変動に適応した都市レジリエンスの推進 

 気候変動の影響に適応できる都市レジリエンスを推進します。 

○ 施設（管路）の耐震化を進めるとともに、防災機能や危機管理体制の強化を図

ります。 

○ 社会インフラの長寿命化・老朽化対策を進めます。 

○ 富山市浸水対策基本計画に基づき、まちの浸水対策に取り組みます。 

○ 急斜面地の崩壊や、土砂災害を防止します。 

○ 住宅・民間建物の耐震性向上を促進します。 

○ 災害時の備えとして、公共施設への再生可能エネルギーや省エネルギー設備の

導入を進めます。 

○ 地域のつながりを生かした共助を推進するため、自主防災組織の育成を図りま

す。 

○ 地域ごとの災害リスクを市民に理解していただくため、ハザードマップ等の周

知を図ります。 

 

2－2－2 気候変動への適応の啓発と調査研究 

気候変動の影響への適応の啓発や調査研究を進めます。 

○ 感染症、熱中症予防等の啓発を行います。 

○ 市民や事業者に対して、気候変動への適応に関する情報発信や講習等の実施を

検討し、理解の促進に努めます。 

○ 気候変動への適応の調査研究を進め、市域への影響の把握について検討します。 

○ 気候変動の影響に対する適応方針を検討します。 

 

  

施 策 

 
２－２ 気候変動の影響への適応 

気候変動に適応した都市レジリエンスの推進 ２－２－１ 

気候変動への適応の啓発と調査研究 ２－２－２ 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

2-2-1 配水幹線の耐震化率 

 

42％ 

（H28） 
92％ 

2-2-1 大雨に対して安全である区域の 

面積の割合 

75％ 

（H28） 
78％ 

2-2-1 自主防災組織の組織率 

 

56.7％ 

（H27） 
70％ 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 木造住宅の耐震改修の重要性を理解します。 

 地域における防災活動に協力します。 

 再生可能エネルギーや省エネルギー設備の設置に努めます。 

 気候変動への適応について理解を深めます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 建物の耐震性の向上に努めます。 

 再生可能エネルギーや省エネルギー設備の設置に努めます。 

 気候変動への適応について理解を深めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目 標 
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平成 28 年５月に本市で開催されたＧ７富山環境大臣会合において、資源循環に

関わる国際的な枠組みとして「富山物質循環フレームワーク」が採択されるなど、

環境への負荷が少ない循環型社会の形成に向け、資源効率性を高めるとともに、消

費者意識を行動につなげることを重視し、３Ｒを更に進めていくことが求められて

います。 

また、エコタウン産業団地を核として、これまで整備された廃棄物処理・リサイ

クル施設の能力を十分に活かし、資源の地域内循環を図っていくことも必要です。 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済システムやライフスタイルから、資

源循環を基調とした生活の豊かさと環境の保全を両立させたライフスタイルに転

換し、自然共生社会や低炭素社会と調和した持続可能な社会の構築を目指します。 

「環境に配慮した省資源・循環型のまち」を目標とし、「資源効率化・３Ｒの推進」、

「廃棄物の適正処理の推進」、「エコタウンを核とした地域内循環の推進」を基本施

策とします。 

 

現在の大量消費・大量生産・大量廃棄型の経済社会活動は、資源の枯渇と廃棄物

の最終処分場の逼迫を招いています。環境への負荷が少ない循環型のまちの形成に

向け、多様なリサイクルの輪による資源効率化を図るとともに、消費者意識を行動

につなげることを重視して３Ｒを推進します。 

 

■一般廃棄物の排出状況 

本市の一般廃棄物の総排出量は、平成 23 年度から平成 24 年度にかけて増加傾

向にありましたが、その後、減少に転じ、平成 27 年度は 16.3 万トンで、平成 24

年度と比較しておよそ 5.1 千トン（3％）減少しました。その内訳として、生活系

廃棄物の総排出量は 11.3 万トンと、平成 24 年度と比較して 5.1％減となってい

ます。 

また、一般廃棄物の総排出量のうち、ペットボトルやプラスチック製容器包装な

ど直接資源化された資源物及び富山地区広域圏クリーンセンターや富山地区広域

圏リサイクルセンター等の中間処理施設で処理した後に発生する資源物の再生利

環境に配慮した省資源・循環型のまち 

目 標 ３ 

資源効率化・３Ｒの推進 基本施策３－１ 

現況と課題 
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可燃物 不燃物 資源物 埋立等 可燃物 資源物

排出量

（t）

排出量

（t）

排出量

（t）

排出量

（t）

排出量

（t）

前年度比率

（％）

排出量

（t）

排出量

（t）

排出量

（t）

前年度比率

（％）

排出量

（t）

前年度比率

（％）

23 421,431 83,476 6,172 26,135 334 116,117 101.4 39,019 9,821 48,840 101.3 164,957 101.4 40,327

24 420,496 85,760 6,223 26,279 320 118,582 102.1 38,971 10,974 49,945 102.3 168,527 102.2 42,388

25 419,607 83,181 5,821 25,745 337 115,084 97.1 39,603 11,971 51,574 103.3 166,658 98.9 43,010

26 418,979 83,009 5,146 24,759 370 113,284 98.4 40,123 10,311 50,434 97.8 163,718 98.2 39,820

27 418,179 82,804 4,970 24,418 334 112,526 99.3 40,110 10,781 50,891 100.9 163,417 99.8 39,186

年度

人　口

[年度末住民

基本台帳人口]

（人）

合　 計

生活系
再　生

利用量

（t）

合　 計

事業系
総 　計

回収量

（t）

前年度比率

（％）

23 1,080 2,537 650 2,707 53 1,028 182 589 608 33 11 16,657 26,135 101.0

24 1,031 2,521 541 2,625 69 1,153 231 668 640 76 12 16,712 26,279 100.6

25 872 2,481 562 2,571 61 1,258 265 766 637 115 11 16,146 25,745 98.0

26 807 2,380 543 2,491 61 1,247 274 937 626 156 11 15,226 24,759 96.2

27 749 2,408 539 2,468 65 1,341 318 906 625 181 12 14,806 24,418 98.6
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用量は 39,186 トンで平成 24 年度と比較して 7.6％の減少となっています。 

一方、事業系廃棄物の総排出量は 5.1 万トンと平成 24 年度と比較して 1.9％増

加しており、そのうち厨芥類や繊維類などの資源化量は 1.1 万トンで 1.8％減とな

っています。 

さらに、生ごみについて、生活系は 13 地区でリサイクル事業を実施しており、

平成 27 年度の資源化量は 0.9 千トン、事業系生ごみの資源化量は2.7 千トンとな

っています。 

引き続き、市民や事業者に対する分別排出やごみの減量、資源化の推進に向けた

啓発活動に努め、廃棄物の排出抑制、減量化、循環利用及び適正処理を推進するこ

とによって、環境への負荷を低減する循環型社会を形成する必要があります。 

 

【図表１１ 一般廃棄物排出量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）富山市調べ 

 

【図表１２ 生活系資源物回収量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）富山市調べ 
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3－1－1 ごみの減量化とリサイクルの推進 

 家庭や事業所から排出される一般廃棄物の３Ｒの普及啓発、食品ロスの削減促進

などを通じて、資源効率性を高めます。 

○ 「富山市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、一般廃棄物の発生抑制などの対

策を推進します。 

○ ごみを出さないライフスタイルの普及啓発を行います。 

○ 学校等に出向き、３Ｒ推進スクールを実施することで、資源循環やごみの排出

抑制に関する教育を推進します。 

○ ごみの分別排出の徹底とスムーズな回収を行います。 

○ 生ごみ・食品廃棄物のリサイクルを推進します。 

○ 事業系廃棄物の減量化を促進します。 

○ 食べきり運動などを通じて、食品ロスの削減を進めます。 

○ メーカーや小売店といった事業者の流通・販売過程における食品ロス対策を検

討します。 

○ 適正処理困難物については、国や関係機関と連携しながら、適正処理を進めま

す。 

○ 「災害廃棄物処理計画」を策定し、災害廃棄物の広域処理に係る適正な連携体

制の構築を進めます。 

  

施 策 

 
３－１ 資源効率化・３Ｒの推進 

ごみの減量化とリサイクルの推進 ３－１－１ 



47 

 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

3-1-1 市民１人 1 日当たりの 

一般廃棄物排出量 

734ｇ 

（H27） 
674ｇ 

3-1-1 一般廃棄物の再生利用率 24.0% 

（H27） 
25.5％ 

3-1-1 一般廃棄物最終処分量 13,027 トン 

（H27） 
11,065 トン 

3-1-1 事業系ごみの年間焼却処理量 40,110 トン 

（H27） 
37,279 トン 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 市の啓発活動への関心を持ち、ごみの減量・資源化へ積極的に取り組み

ます。 

 ごみ出しのルールを守り、正しく分別します。 

 地域での資源集団回収やフリーマーケット、不用品交換などに参加・協

力します。 

 食べ残しを減らし、食品ロスの削減に努めます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 長期間使用できる製品やリサイクル可能な製品・容器、再生品等の開

発・製造・販売に努めます。 

 原材料の調達や事務用品などの物品購入は、グリーン購入を推進します。 

 「廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）」を遵守します。 

 ごみや古紙などの分別を行い、廃棄物の減量・資源化に取り組みます。 

 自社廃棄物の発生から処分までの把握、再生原料の利用、リサイクル製

品の使用など、廃棄物の減量・循環利用に積極的に取り組みます。 

 食べきり運動などに協力し、食品ロスの削減に努めます。 

  

目 標 
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円滑な資源循環を図り、環境への負荷が少ない循環型のまちの基盤を強化するた

め、産業廃棄物の適正処理を推進するとともに、産業廃棄物の大規模な不法投棄を発

生させないため、今後もパトロールなど不法投棄防止に向けた取組みを推進します。 

 

■産業廃棄物の排出状況と減量化・循環率 

 本市における平成 26 年度の産業廃棄物発生量は 85.3 万トンで、種類別では汚

泥、業種別では建設業が最も多くなっています。 

 その処理処分状況をみると、中間処理により 39.6 万トンが減量され、42.2 万

トンがリサイクルされた結果、減量化・資源化利用率は 95.9％となっており、残

りの 3.5 万トンが埋め立て処分されています。 

 

【図表１３ 産業廃棄物の処理処分状況（平成 26 年度）】 

 
（出典）富山市調べ 

 

■不法投棄数 

 本市では、職員によるパトロール等のほか、平成 21 年度からは、不法投棄が行

われやすい河川敷や山間地、過去に不法投棄が発見された箇所等への重点的な巡回

事業を委託により実施し、新たな不法投棄の未然防止、及び投棄された物の早期発

見に努めています。 

減　量 27千トン

無処理埋立 埋立量

8千トン 35千トン

処理後埋立

396千トン

排出量 中間処理量 中間処理後量

853千トン 793千トン 397千トン

処理後再生利用

370千トン

無処理再使用量 循環利用量

52千トン 422千トン

廃棄物の適正処理の推進 基本施策３－２ 

現況と課題 
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平成 21 年度 288 件 974 個だった不法投棄数は、平成 27 年度は 50 件 187

個と大幅に減少しましたが、依然として不法投棄は後を絶たない状況にあります。 

 

 

 

 

3－2－1 産業廃棄物の適正処理 

産業廃棄物の減量や適正処理について、監視・指導を行います。 

○ 国や県と協力し、産業廃棄物の発生抑制及び減量化対策を推進します。 

○ 産業廃棄物の発生・移動、処理・処分の状況を把握します。 

○ 産業廃棄物の適正処理が徹底されるよう、定期的な立入調査を行います。  

○ 廃棄物処理施設や処理業の許可は、関係する各部局と協議のうえ、適正かつ慎

重に行い、環境への悪影響を未然に防止します。 

 

3－2－2 不法投棄対策 

廃棄物の不法投棄や不適正処理を防止します。 

○ 排出事業者に対する排出者責任と適正処理の徹底を指導します。 

○ パトロールや立入調査を実施し、不法投棄や不適正処理を防ぎます。 

  

施 策 

 
３－２ 廃棄物の適正処理の推進 

産業廃棄物の適正処理 ３－２－１ 

不法投棄対策 ３－２－２ 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

3-2-1 産業廃棄物減量化・循環利用率 95.9％ 

（H26） 
97％ 

3-2-1 不適正処理指導率 

 

20.1％ 

（H27） 
15％ 

3-2-1 産業廃棄物排出事業者等への 

立入検査件数 

289 件 

（H27） 
300 件 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 廃棄物の適正処理に努めます。 

 不法投棄や不適正処理を発見した場合は市や関係機関に通報します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 「廃棄物処理法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）」を遵守します。 

 廃棄物の不法投棄や野外焼却は行いません。 

 

  

目 標 
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 エコタウン事業の充実により、エコタウン産業団地を核とした資源の地域内循環

を推進し、環境に配慮した省資源・循環型のまちの実現を目指します。 

 

■エコタウン事業の状況 

 本市では北部地域に資源循環施設の拠点として約 18ha の「エコタウン産業団

地」を設置し、リサイクル施設を集約するとともに、エネルギー利用も含め団地内

のゼロエミッション化を進めています。 

 第 1 期事業として平成 15 年度にハイブリッド型廃プラスチックリサイクル施

設、木質系廃棄物リサイクル施設、生ごみ及び剪定枝リサイクル施設、自動車リサ

イクル施設の 4 つが操業を開始しました。 

また、第 2 期事業として平成 17 年度に廃合成ゴムリサイクル施設、平成 18 年

度に難処理繊維及び混合廃プラスチックリサイクル施設、廃食油リサイクル施設、

平成 22 年度に廃棄物エネルギーセンター施設の 4 つが操業を開始するなど、現在

8 つのリサイクル施設、7 企業が立地し、地域内循環の取組みを進めています。 

 団地内では、各事業所でのリサイクル製品の製造や処理過程で発生するエネルギ

ーの有効利用のほか、エコタウン内事業所間でのリサイクル製品の活用をはじめ、

エコタウン内外の事業所への熱エネルギーや電気エネルギーの提供など、事業所間

においてもリサイクルの推進を図っています。 

 

 

 

3－3－1 エコタウン事業の充実 

本市のエコタウン事業を総合的に進め、資源の地域内循環等の推進や周辺地域の

活性化に貢献します。 

○ エコタウン事業者との環境保全協定に基づき、地域の環境保全を図ります。 

エコタウンを核とした地域内循環の推進 基本施策３－３ 

現況と課題 

施 策 

 
３－３ エコタウンを核とした地域内循環の推進 

エコタウン事業の充実 ３－３－１ 
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○ エコタウン交流推進センターを中心にエコタウンに関する情報等を発信します。  

○ 地域の環境保全活動や環境教育・学習の拠点施設であるエコタウン交流推進セ

ンターの活動の充実を図るとともに、関連イベントとの連携等によりセンター

の活性化に努めます。 

○ エコタウン産業団地内外の事業所へのエネルギー供給を促進します。 

○ 循環ビジネスのさらなる活性化に向けた検討を行います。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

3-3-1 エコタウン交流推進センター 

利用者数 

8,106 人 

（H27） 
10,000 人 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 エコタウン交流推進センターを利用し、３Ｒについて理解を深めます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 リサイクル製品の有効利用など、エコタウン産業団地内でのゼロエミッ

ション化を進めます。 

 

  

目 標 
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本市は人口減少と少子・超高齢社会の本格的な到来を見据え、健康・医療・福祉

との連携や、農山村部の集落機能の維持など地域特性にも配慮しながら、各地域の

ストックを活かした「公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくり」

の実現を目指しています。 

歩いて暮らせるコンパクトなまちづくりを進めることで、公共交通機関及び自転

車の利用促進など、環境にやさしいライフスタイルへの転換をより一層図っていく

必要があります。 

また、都市緑化による水とみどりあふれるまちづくりの推進をはじめ、質の高い

都市景観、美しいまち並みなどの富山市らしさを歴史・文化とともに継承していく

ことが大切です。 

「環境と人にやさしいコンパクトなまち」を目標とし、「コンパクトなまちづくり

の推進」、「環境負荷の少ない交通体系の構築」、「うるおいのあるまちづくりの推進」、

「まちの景観・美観と歴史・文化の継承」を基本施策とします。 

 

本市は、これまで人口の増加とともに、富山平野を中心とした平坦な地形や高い

自動車依存、強い持ち家志向などを背景に薄く拡がった市街地を形成してきました。 

今後は、市街地の拡大傾向を抑制するとともに、既成市街地への都市機能の集約

を図ることが必要です。都市機能の集約にあたっては、本市の中心的な拠点である

都心と地域住民の日常的な生活に必要な機能が備わっている地域生活拠点、拠点間

を結ぶ交通体系等の整備を図り、都心と各地域生活拠点が有機的に連携した拠点集

中型のコンパクトなまちづくりをさらに深化させることが重要です。 

コンパクトなまちづくりを進めることで、公共交通機関の利用促進など環境にや

さしいライフスタイルへの転換を図ります。 

 

■歩いて暮らせるまちづくり 

 本市が将来的に持続可能な都市であり続けるためには、これまで進めてきた拡散

型の都市構造から集約型の都市構造に転換していく必要があります。 

 このため、本市では公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりの

環境と人にやさしいコンパクトなまち 

目 標 ４ 

コンパクトなまちづくりの推進 基本施策４－１ 

現況と課題 
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取組みをさらに深化させ、公共交通の沿線に商業や業務、文化等の都市機能を集積

させるとともに、誰もが生活に必要なサービスを容易に享受できる、歩いて暮らせ

るコンパクトなまちづくりを推進していくことが必要です。 

また、健康まちづくりの観点からも徒歩や公共交通を利用するライフスタイルへ

と転換することが重要です。 

 

■まちなか及び公共交通沿線への居住推進 

 中心市街地では、転入が転出を上回る人口の社会増が続いており、また、公共交

通沿線居住推進地区においても転入超過傾向にあるなど、これまでのコンパクトな

まちづくりの効果が徐々に表れてきていることから、この効果を持続させていく必

要があります。 

 このため、まちなかでの有効な土地利用や公共交通沿線での魅力ある都市環境の

創造に努め、引き続き居住誘導の推進による定住人口の増加を図っていく必要があ

ります。 

 

【図表１４ 都心地区での社会動態（転入－転出）の推移】 

 

注１：各月 6 月末の住民基本台帳人口 

注２：転入－転出数の推移 

（出典）富山市調べ 
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【図表１５ 公共交通沿線居住推進地区での社会動態（転入－転出）の推移 

 
注１：各月 6 月末の住民基本台帳人口 

注２：転入－転出数の推移 

（出典）富山市調べ 

 

■地域特性に応じたまちづくり 

 本市は、まちなかや公共交通沿線だけでなく、市街地を取り囲む田園・自然エリ

アも含む都市全体としての持続可能なコンパクトなまちづくりを目指しています。 

このため、都心や地域拠点では、それぞれの地域特性や地域資源を活かした魅力

や質を高めるまちづくりを進める必要があります。 

また、農山村部では、居住人口や日常生活に必要な機能を維持する必要がありま

す。 
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施 策 

 
４－１ コンパクトなまちづくりの推進 

歩いて暮らせるまちづくり 

 

４－１－１ 

まちなか及び公共交通沿線への居住推進 

 

４－１－２ 

地域特性に応じたまちづくり 

 

４－１－３ 
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4－1－1 歩いて暮らせるまちづくり  

環境にやさしく、健康寿命の延伸にもつながる、歩いて暮らせるコンパクトなま

ちづくりを推進します。 

○ 「富山市総合計画」や「富山市都市マスタープラン」、「富山市環境モデル都市

行動計画」と連携して、コンパクトで環境負荷の少ないまちづくりを推進しま

す。 

○ 都心と地域生活拠点が有機的に連携した都市構造への転換を図ります。 

○ 鉄道駅や路面電車停留場を中心とした徒歩圏において都市機能の立地の適正化

と誘導を図ります。 

○ 安心して快適に通行できる歩行者空間を整備します。 

○ 健康まちづくり意識の啓発などにより、徒歩や公共交通を利用するライフスタ

イルへの転換を促し、歩いて元気になるまちづくりを推進します。 

 

4－1－2 まちなか及び公共交通沿線への居住推進 

 市民や事業者向けの様々な支援策を通じて、まちなかや公共交通沿線への居住誘

導を推進します。 

○ 市民や事業者に対して住宅の取得や建設等に対する支援を積極的に行い、まち

なかや公共交通沿線への居住を誘導します。 

○ 県が主体となっている富山駅付近連続立体交差事業の推進に協力し、南北一体

的なまちづくりを進め、賑わいのある都市空間の創造を図ります。 

 

4－1－3 地域特性に応じたまちづくり 

都心部と周辺部など、それぞれの地域の特性に応じたまちづくりを推進し、拠点

集中型のコンパクトなまちの実現を目指します。 

○ 各地域の生活拠点の定住人口の維持・増加を目指します。 

○ 各地域の特性にあった都市機能の維持・誘導に努めます。 

○ 都心と地域生活拠点間を結ぶ公共交通の機能の維持・向上を図ります。 

○ 地域特性に応じた効率的な生活交通の確保に取り組みます。 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

4-1 総人口に占める公共交通が便利

な地域に居住する人口割合 

37.0％ 

（H28） 
42％以上 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 できるだけ公共交通機関を利用するなど、歩く機会が多いライフスタイ

ルへの転換を図ります。 

 車に頼らなくても生活できる居住環境を選択します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 良好な居住環境を整えるため、公共交通沿線での宅地開発の整備促進に

努めます。 

 

 

本市は、人口減少社会において地域の活力を維持・強化するため、これまでのコ

ンパクトなまちづくりに加え、生活の質と環境が調和した「満足度の高い暮らし」

の創生により、持続型社会を実現していくことを目指しています。 

交通体系の構築においても、地域の特性に応じた公共交通の活性化や維持に向け

た施策の展開など、まちづくりと連携した公共交通ネットワークを形成し、公共交

通の利便性の維持・向上とあわせて、自動車に過度に依存しないライフスタイルの

定着を図ることで、持続可能な交通体系の実現を目指します。 

 

■環境にやさしい公共交通網の形成 

人口減少や高齢化が進展し、自動車を自由に使えない高齢者の交通手段の確保や、

二酸化炭素の排出削減による環境負荷の更なる低減が求められるなか、子供や高齢

目 標 

環境負荷の少ない交通体系の構築 基本施策４－２ 

現況と課題 
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者などが安全に移動できる手段として、環境にやさしい公共交通を将来に残していくこ

とが必要です。 

このため、さまざまな世代が公共交通を利用できるよう、さらに利便性や快適性

の高い公共交通網を形成することが求められます。 

 

■公共交通の利用促進 

 自動車の利用は二酸化炭素を排出し、地球温暖化につながるなど、様々な環境負

荷をもたらしていることから、公共交通への転換を促すことで、自動車利用に伴う

環境負荷を低減するとともに、公共交通を重要な社会インフラとして将来に引き継

いでいく必要があります。 

 また、次世代を担う子どもたちに対しては、交通環境学習を通じて、環境や社会

における公共交通の重要性とあわせて、バランスの良い交通手段の使い方を自ら考

える意識を醸成していく必要があります。 

 

【図表１６ 公共交通利用率】 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

公共交通利用率（％） 13.7 13.6 13.7 13.7 14.9 

公共交通1日平均利用者数（人） 57,177 57,296 57,414 57,353 62,360 

富山市人口（人） 417,108 421,963 420,434 419,849 419,123 

（出典）富山市調べ 

 

【図表１７ 路面電車利用者数】 

 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

路面電車利用者数（人/日） 16,776 16,905 16,775 17,455 19,193 

うち、市内電車（人/日） 11,477 11,564 11,539 12,179 13,577 

うち、富山ライトレール（人/日） 5,299 5,341 5,236 5,276 5,616 

（出典）富山市調べ 

 

■自転車利用の促進 

 自転車はクリーンかつエネルギー効率の高い交通手段として環境負荷の低減だ

けでなく、健康増進やまちの新たな魅力の発見などにもつながることから、自転車

走行空間の整備と併せて、歩行者の安全性が高まるような自転車の利用環境を整備

し、利用促進を図る必要があります。 
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4－2－1 まちづくりと一体となった公共交通網の形成と活性化 

公共交通網をまちづくりと一体的に整備し、快適でわかりやすく、誰もが便利に

移動できる交通体系を整備します。 

○ 鉄軌道や幹線バス路線を活かし、公共交通の活性化を図ります。 

○ 富山駅高架下での富山ライトレールと市内電車の接続、富山ライトレールの軌

道区間の一部複線化などにより、路面電車利用者の利便性向上を図ります。 

○ 都心と地域生活拠点間を結ぶ公共交通の機能の維持・向上を図ります。 

 

4－2－2 公共交通利用の促進 

 モビリティマネジメントや交通環境学習などを通じて、公共交通の利用を促進し

ます。 

○ モビリティマネジメントを実施し、公共交通の利用啓発を図ります。 

○ 小学生を対象に交通環境学習の一環として、のりもの語り教育を実施します。 

○ おでかけ定期券の発行や運転免許の自主返納の支援などを通じて、高齢者の公

共交通利用を促進します。 

○ 公共交通の利便性を高めることで、自動車から公共交通利用への転換を促します。 

○ パークアンドライド駐車場の整備や、公共交通機関相互の接続性を向上し、公

共交通の利用を促進します。 

○ 交通ビッグデータや ICT を活用し、公共交通の利用促進を図ります。 

 

4－2－3 自転車利用の促進 

 自動車からの転換を促すとともに、自転車を快適に利用できる環境を整備します。 

○ 安心・安全に走行できる自転車利用環境を整備します。 

○ 自転車市民共同利用システムの増設等を支援し、利便性向上と利用拡大を図ります。 

施 策 

 
４－２ 環境負荷の少ない交通体系の構築 

まちづくりと一体となった公共交通網の形成と活性化 ４－２－１ 

公共交通利用の促進 ４－２－２ 

自転車利用の促進 ４－２－３ 
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○ サイクルアンドバスライド駐輪場の整備など、鉄軌道や路線バスなどの公共交

通機関と連携した自転車利用を促進します。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

4-2 公共交通利用率 

 

14.9％ 

（H27） 

15.9％ 

（H37） 

4-2-1 路面電車１日平均乗車人数 19,193 人/日 

（H27） 
20,000 人/日以上 

4-2-2 のりもの語り教育の実施小学校数 43 校 

（H27） 
66 校 

 
 

市 民 の 取 組 み  
 

  

 環境や健康の観点からも日常生活において、できるだけ公共交通機関を

利用して、車と公共交通のバランスの良い利用を心がけます。 

 日常生活において、積極的に自転車利用に努めます。 

 
 

事 業 者 の 取 組 み  
 

  

 不必要な自動車の使用を控え、自動車を使用する際は、エコドライブを

徹底します。 

 ノーマイカーデーの設定をはじめ、通勤時の公共交通機関利用や相乗り

出勤、時差出勤など、エコ通勤の取組みを推進します。 

 

 

本市南部の山々を水源とした神通川と常願寺川の二大河川は、中山間地域や田園

地帯などを潤し、良好な水辺環境を形成しながら海へ注いでいます。 

また、地域住民の憩いの場や災害対策といった多様な機能を持つ公園や緑地等の

水とみどりは、人々の生活にうるおいをもたらす市民共通の資産となっています。 

こうした水辺環境の大切な自然資源や緑にあふれた環境を保全・活用し、うるお

いのある都市環境の創出を図り、将来に引き継いでいきます。 

目 標 

うるおいのあるまちづくりの推進 基本施策４－３ 
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■公園や緑地の状況 

本市の公園や緑地などは平成 27 年度末で箇所数が 1,080 箇所、合計面積は

598ha で、箇所数、面積ともに年々増加しています。 

公園や緑地は、市民が身近に自然と親しみ、安らぎを感じられる場であり、また、

スポーツ・レクリエーションや交流活動などでの利用に加え、ヒートアイランド対

策や災害時の避難場所としての役割も果たしています。 

このことから、地域の状況・市民ニーズ等を的確に把握し、市民にとって利用し

やすく親しまれる公園・緑地を計画的に整備するとともに、景観や環境面にも考慮

したまちなかの緑化を推進し、都市部においても緑豊かな環境を形成していく必要

があります。 

 

【図表１８ 都市公園等の現況（平成 28 年 3 月末現在）】 

名 称 箇所数 面 積 

総 数 1,080 597.61 ha 

総合公園 9 256.15 ha 

地区公園 9 40.00 ha 

近隣公園 24 41.93 ha 

街区公園 981 87.39 ha 

そ の 他 57 172.14 ha 

（出典）富山市調べ 

 

■水とみどりの保全とネットワーク資源の活用 

 山から海へつながる大きな緑の広がりと水の流れは、市民共通の資産として保全

し、将来へ引き継がなければなりません。 

多彩な表情を持つ富山湾や、標高 3,000ｍ級の立山連峰は、訪れた人に安らぎを

与え、地域の魅力を高める貴重な資源としての活用が期待されています。 

また、都心においても、松川やいたち川、富岩運河環水公園などの水辺空間が形

成され、城址大通りには豊かな街路樹が育てられています。 

このような水とみどりの環境を大切に保全・活用していくとともに、豊かな自然

環境の魅力を将来に継承していくことが重要です。 

現況と課題 
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4－3－1 憩いの場の創出と緑化の推進 

市全体で緑豊かな環境を形成します。 

○ まちなかの緑地を保全します。  

○ 屋上緑化や壁面緑化を推進します。 

○ 公共施設の緑化や街路樹の整備を行います。 

○ 企業団地等の緑地化を推進します。 

○ 商業施設の緑化や、民家の庭や生垣などの緑化を促進します。 

○ 地域の特性に応じた公園や水辺空間などを計画的に整備します。 

○ 農地等の自然を保全するため、土地の適正利用を推進します。 

○ 街区公園の一画をコミュニティガーデンとして活用し、市民にとって利用しや

すく、親しみやすい場を創造します。 

○ ボランティア・地域との協働により、まちなかの緑化を推進します。 

 

4－3－2 水とみどりの保全・活用 

水とみどりのまちづくりを進め、豊かな自然環境の魅力を将来に継承します。 

○ 河川・用水沿いの桜並木を保全し、豊かな自然環境の魅力を引き継ぎます。 

○ 海洋性レクリエーションの拠点を活用し、多様な自然体験や交流活動を推進し

ます。 

  

施 策 

 
４－３ うるおいのあるまちづくりの推進 

憩いの場の創出と緑化の推進 ４－３－１ 

水とみどりの保全・活用 ４－３－２ 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

4-3-1 市民１人当たりの身近な緑の 

オープンスペースの面積 

9.80 m2 

（H27） 
10.13 m2 

4-3-1 公園管理サポート実施数 6 公園 

（H27） 
8 公園 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 自宅の庭や屋上、ベランダなどの身近な場所に植樹などを行い、緑化に

努めます。 

 身近な公園の環境保全に努めます。 

 地域の身近な緑のまちづくりに参加します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 新たな土地利用や事業の実施にあたっては、エネルギーや水、緑などの

環境に配慮した施設の整備や設備の導入を行います。 

 事業所周辺や屋上などを緑化します。 

 

 

美しい景観は、そこで暮らす人の心に安らぎやゆとりをもたらすだけでなく、訪

れる人の心にも美しい富山市を印象づけます。 

このことから、沿岸部から山岳地帯までの豊かな自然景観や、地域の歴史を物語

る建造物群の景観などを保全・活用するとともに、市街地においても良好なまち並

みを整備し、優れた都市景観やこれまで引き継いできた歴史的・文化的な資源など

の「富山市らしさ」を将来に継承します。 

 

 

 

目 標 

まちの景観・美観と歴史・文化の継承 基本施策４－４ 
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■景観 

本市は、富山湾、雄大な立山連峰、北アルプスの山々を水源とした神通川や常願

寺川など大小の河川、田園風景、森林など、四季折々の美しい自然景観に恵まれて

いるほか、岩瀬や八尾地区等には歴史的風情のあるまち並みも残っており、多様な

景観資源を有しています。  

また、都心部では、県庁・市役所周辺地区が都市景観大賞（都市景観 100 選）

を受賞しているほか、平成 18 年に開業した富山ライトレール（ポートラム）や平

成 21 年に開業した市内電車環状線（セントラム）は、デザイン性が高く、周辺の

環境と調和した質の高い都心景観を演出しています。 

 本市では、これらの貴重な景観資源を眺望（眺望景観、眺望点）、面（都市景観、

歴史景観、田園景観、自然景観）、点（建築物、工作物、樹木）の形態から保全・創

造し、表情豊かで魅力的な景観形成を図ることとしており、引き続き、自然景観や

伝統的な景観の保全・形成をはじめ、景観法に基づく諸制度を活用しながら、地域

の特性を活かした景観まちづくりを進めていく必要があります。 

 

■歴史・文化 

 本市では、風致地区として富山城址風致地区、呉羽山風致地区の 2 箇所を指定し、

より快適な都市環境を創り出すため、自然環境の保全を図っていますが、その他の

地域に残る歴史や伝統文化などの貴重な地域資源についても保全・活用し、将来に

継承していくための対策が必要となっています。 

 

【図表１９ 風致地区の指定状況】 

名 称 位 置 面 積 

富山城址風致地区 本丸 約 14 ha 

呉羽山風致地区 安養坊、五艘、五福、寺町、金屋、呉羽町地内 約 280 ha 

（出典）富山市「富山市の都市計画（平成 27 年度）」 

  

現況と課題 
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4－4－1 美しい景観の保全・創造 

美しい景観やまち並みに配慮したまちづくりを進め、上質な景観を形成します。 

○ 良好な都市景観を保全・形成します。 

○ 屋外広告物条例に基づき、屋外広告物の規制を行います。 

○ 公共事業や開発事業における景観整備を推進します。 

○ 景観まちづくりの意識啓発を行うとともに、重点的に景観まちづくりを行う必

要がある地区を指定します。 

○ 周辺との調和や一体感などに配慮した建築行為等を支援し、八尾地区等の景観

保全と形成に取り組みます。 

○ 市街地における無電柱化を推進します。 

○ 落書きの速やかな消去を促進し、まちの美観を保全します。 

○ 中心市街地のカラス対策に取り組みます。 

○ 緑豊かなまち並み景観を創出します。 

○ まちなかの魅力的で美しい夜間景観を創出します。 

○ 海岸保安林を保全管理し、海辺の景観保全に努めます。 

 

4－4－2 歴史・文化の継承 

文化財の保存・活用などにより、歴史・文化を将来に引き継ぎます。 

○ 富山城やその城下町、旧森家住宅や旧馬場家住宅の伝統的な建造物群の保全・

活用を推進します。 

○ 地域の伝統的行事などの保全・活用を推進します。 

  

施 策 

 
４－４ まちの景観・美観と歴史・文化の継承 

美しい景観の保全・創造 ４－４－１ 

歴史・文化の継承 ４－４－２ 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

4-4-1 景観まちづくり推進区域の 

指定の累計 

2 地区 

（H28） 
5 地区 

4-4-1 景観まちづくり市民団体の 

登録の累計 

10 団体 

（H28） 
20 団体 

4-4-1 景観まちづくり協議会の 

認定の累計 

4 団体 

（H28） 
5 団体 

4-4-1 無電柱化整備延長 

 

886m 

（H27） 
2,010m 以上 

4-4-1 屋外広告物の是正指導による 

適正化件数 

76 件 

（H27） 
150 件以上 

4-4-1 伝統的家屋及び一般建築物等の 

修景事業の補助件数の累計 

114 件 

（H27） 
現況値より増加させる。 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 地域に暮らす人々の生活そのものが良好な地域の景観づくりに影響を与

えることを認識し、主体的に景観づくりに取り組みます。 

 家などの新・改築時は景観に配慮するよう努めます。 

 公共空間をきれいに保つために、ごみ出しのルールを守ります。 

 地域の清掃や美化活動などに、参加・協力します。 

 地域の共有財産である文化財の歴史と価値について理解を深めます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 景観に関する法令を遵守し、地域の構成員として、景観の保全に努めます。 

 屋外広告物のルールを守り、景観を阻害しないよう配慮し、違法な看板

や貼紙は設置しません。 

 

  

目 標 
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今日の環境政策は、自然共生や低炭素、資源循環といった個別分野への課題の対

応にとどまらず、環境関連産業が地域経済の活性化を促し、経済が活性化すること

で環境や社会も良くなる「環境と経済、社会の好循環」を創り出しており、まちづ

くりや経済社会システム全体に与える影響は多大なものがあります。 

本市では、持続可能な社会の構築に向けて、多様な地域資源をはじめ、環境モデル

都市・環境未来都市として培ってきた知見や民間企業等が有する知識、技術、ノウハ

ウ等を十分に活用し、自立・分散型の地域づくりや国際機関とのネットワークを活用

した海外への普及展開などの取組みを分野横断的に推進していく必要があります。 

また、環境先進都市として、更なる環境価値を見出すとともに、環境政策を通じ

て環境的価値・経済的価値・社会的価値を一層高めていくことにより、地方創生に

つなげていくことも重要です。 

「持続可能な付加価値を創造し続けるまち」を目標とし、「農林水産資源の高付加

価値化」、「地域資源を活かした持続可能な地域づくり」、「広域的・国際的な支援・

協力の推進」、「環境先進都市のブランド化」を基本施策とします。 

 

本市は、環境を良くすることを、経済や社会の活性化と融合させ、新しい価値を

創造し続けていくまちを目指しています。 

農林水産業は地域に根ざした産業であることから、その持続性を確保し、新しい

付加価値の創造基盤として、将来に引き継いでいかなければなりません。 

そのため、農林水産業の振興とともに、地産地消による農林水産物の販売拡大や

６次産業化を推進し、農林水産資源の高付加価値化を図ることで、環境と経済、社

会の好循環を実現します。 

 

■農林水産業 

本市の農業は、高齢化や後継者不足に直面しており、兼業率も高いことから、農

業経営の大規模化を進めるとともに、農業経営の多角化を通じて収益力の高い農業

を実現し、国内外での競争力を高める必要があります。 

また、林業は、山村地域の過疎化や少子高齢化の進展による後継者不足、長期的

持続可能な付加価値を創造し続けるまち 

目 標 ５ 

農林水産資源の高付加価値化 基本施策５－１ 

現況と課題 
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な木材価格の低迷などにより収益が悪化しています。持続可能な林業経営には、造

林や素材生産の低コスト化、放置が進む人工林等の計画的な間伐と有効活用、市内

産材の消費拡大などをあわせて推進する必要があります。 

さらに、水産業の主要魚種であるホタルイカ、シロエビは、漁業関係者によるブ

ランド化等の努力が着実に魚価に反映されつつあり、引き続きバランスの取れた持

続可能な水産業の展開が求められます。 

 

【図表２０ 農家数の推移】 

 
（出典）農林水産省「農林業センサス」 

 

■地産地消の推進 

 近年、安心・安全かつ新鮮で美味しい農産物を求める消費者の声の高まりととも

に、生産者の販売方法の多様化も進むなか、消費者と生産者を結び付ける「地産地

消」の機運も高まっています。 

このため、「地産地消」の推進体制を構築し、農林水産物の販売拡大を推進すると

ともに、生産規模の拡大及び生産者の育成・確保に努め、農林水産業の活性化に取

り組んでいく必要があります。 

 

■６次産業化の推進 

 少子高齢化の進展により、生産年齢人口が減少し、今後、人手不足の深刻化が想

定されることから、限られた労働力でより付加価値の高い産業の振興を図る必要が

あり、農林水産業の６次産業化が求められています。 

 特に、本市では薬用作物・健康作物の６次産業化を進め、「薬都とやま」の強みを

活かせるように、生産拡大を図っていくことが重要です。 
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5－1－1 農林水産業の振興 

農業・林業・水産業の振興を図り、持続可能な一次産業を形成します。 

○ 農地の集積と集約化を進め、生産コストの縮減を図ります。 

○ 集落営農組織の設立や農業法人化に対する支援及び人材育成を行い、農業の多

様な担い手の育成を図ります。 

○ 市内産の農畜産物のブランド化を推進し、市内の販売店でのＰＲ販売や首都圏、

さらには海外に向けた販路の拡大を検討します。 

○ 森林組合を支援し、林業構造の改善を図ります。 

○ 市内産材を使用した木造建築の啓発・普及に向けた取組みを支援し、地域材の

活用を促進します。 

○ 漁業支援策を通じて、持続性のある漁業の振興に努めます。 

 

5－1－2 地産地消の推進 

地産地消を推進し、地場産業の活性化を図ります。 

○ 地域で生産する農産物などの地産地消を推進し、食のおいしさや安全の確保、

地域・経済の活性化、環境負荷の低減などに努めます。 

○ 「地場もん屋総本店」など農林産物直売所での地場農林産物や農産加工品の販

売促進を支援し、生産者の掘り起こしや育成を図ります。 

○ 富山ならではの物産を創出、ブラッシュアップするとともに、販路拡大しよう

とする事業者、生産者、地域団体を支援し、地元での消費の促進に繋げます。 

 

5－1－3 ６次産業化の推進 

農林水産業の６次産業化を推進します。 

○ 医薬品や健康食品の原料となる作物の栽培を支援します。 

施 策 

 
５－１ 農林水産資源の高付加価値化 

農林水産業の振興 ５－１－１ 

地産地消の推進 ５－１－２ 

６次産業化の推進 ５－１－３ 
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○ 「環境未来都市」の取組みの一環として、エゴマの特産化を図り、６次産業化

を推進します。 

○ 農業者と商工業者とのマッチング、さらにはコミュニティビジネスの推進など、

新たに６次産業化に取り組む農業者などを支援します。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

5-1-1 認定農業者である 

農業法人経営体数 

81 経営体 

（H27） 
101 経営体 

5-1-1 農業サポーター 

登録者数 

621 人 

（H27） 
900 人 

5-1-1 地域材生産量 

 

14,000m3 

（H27） 
16,000m3 

5-1-1 新規林業就業者数 

 

19 人 

（H27） 
20 人 

5-1-2 農林産物直売所の 

販売額 

１,022 百万円 

（H27） 
1,073 百万円 

5-1-2 学校給食における 

地場産食材の使用品目数 

20 品目 

（H27） 
25 品目 

5-1-3 薬用作物・健康作物の 

栽培面積 

薬用作物： 5.9ha（H28） 

健康作物：14.3ha（H28） 

薬用作物： 9.0ha 

健康作物：36.6ha 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 農業サポーターの活動に参加し、農業を支援します。 

 自らの知識や経験を活かし、商工業や農業の担い手として積極的に活動

します。 

 家庭菜園や農業体験活動に積極的に参加します。 

 地域材を積極的に利用します。 

 地元産の食材を積極的に購入します。 

 6 次産業化により生産された加工品などの購入に努めます。 

 

 

目 標 
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事 業 者 の 取 組 み  
 

  

 農業の生産コストの縮減に努めます。 

 新鮮で安全な富山の物産の販売やＰＲに努めます。 

 林業構造の改善に努めます。 

 安心・安全な地場産品を出荷します。 

 

 

将来を見据えた持続可能な地域づくりに向けて、地域に存在する資源を発見し、

環境負荷の少ない再生可能エネルギーとしての適正かつ最大限の活用促進など、地

域の特性に応じた自立・分散型のエネルギーシステムを形成することが重要です。 

環境負荷の少ない地域づくりを通じて、地域経済及び社会を活性化させ、地域発

の新しい価値創造につなげていく必要があります。 

 

■地域特性に応じた自立・分散型コミュニティの形成 

本市では、都市部はもとより、田園地帯が広がる郊外や中山間地域においても、

それぞれの地域生活拠点ごとにコンパクト化を図り、その地域に住む人が魅力的で

質の高い暮らしができる持続可能なまちづくりを目指しています。 

しかしながら、都市部では、都市化の進展や生活様式の多様化などにより、従来

の地域社会における連帯意識や地域への愛着心が希薄化しつつあるとともに、農山

村部でも過疎化・高齢化により、コミュニティの維持が困難になりつつあります。 

このため、地域コミュニティの維持・強化とあわせて、それぞれの地域生活拠点

ごとに地域特有の再生可能な資源を活かし、循環する自立・分散型のコミュニティ

の形成を図りつつ、都市部と農山村部が適切に地域資源を補完しあうことができる、

多様でレジリエントな都市活動の基盤を構築していくことが必要です。 

 

■地域資源を活用した交流促進と活性化 

それぞれの地域における豊かな自然や産業、歴史、文化など、多様な資源を活か

したまちづくりが重要です。 

このため、市域の広大な森林をはじめとする豊かな自然環境を活かした自然体験

空間や森林公園の整備、環境関連施設、地域独自の産業や歴史文化資産などの地域

地域資源を活かした持続可能な地域づくり 基本施策５－２ 

現況と課題 
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資源を活用し、他の地域にはない本市ならではの魅力を創造することにより、地域

間交流の促進や地域の活性化につなげていく必要があります。 

 

 

 

5－2－1 地域特性に応じた自立・分散型コミュニティの形成 

自立・分散型コミュニティの形成のため、地域特性に応じた持続可能な取組みを

進めます。 

○ 小水力発電など、再生可能エネルギーを活用したエネルギー確保に努めます。 

○ 間伐材の有効利用を促進します。 

○ 地域コミュニティ内での資源循環、消費を推進し、地域の活性化を図ります。 

 

5－2－2 地域資源を活用した交流促進と活性化 

地域資源を活用した取組みにより魅力ある地域を創出するとともに、地域間や若

者、女性など幅広い層での交流促進と地域活性化を通じて、地域内消費の拡大、地

域経済の好循環につなげます。 

○ 都市と農山村の交流による森林や里山、農地の再生・保全を図ります。 

○ 豊かな自然を活かしたグリーンツーリズムや次世代エネルギーパークを巡るエ

コツーリズムなど、環境体験型観光を促進します。 

○ 「とやま森の四季彩フォト大賞」を開催し、地域の魅力を創造、発信しま

す。 

○ 地域の魅力を体感し、学習できる機会・場の充実を図り、地域資源を活用した

取組みの活性化に努めます。 

○ 農業を核として地域の持つ自然や食、文化などを活用したコミュニティビジネ

スを推進します。 

○ 生き物とふれあえる機会の充実や体験型イベントの開催などを通じて、環境に

興味を持つ次世代の育成とともに、地域での子どもと大人、子ども同士の交流

促進を図ります。 

施 策 

 
５－２ 地域資源を活かした持続可能な地域づくり 

地域特性に応じた自立・分散型コミュニティの形成 ５－２－１ 

地域資源を活用した交流促進と活性化 ５－２－２ 
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○ 風景や自然、歴史、文化に親しみながら散策できる呉羽丘陵フットパスの利用

を促進します。 

○ 観光施設での LED ライトアップや環境に配慮したイベント開催などを実施し、

地域の活性化を図ります。 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 地域材についての理解を深め、燃料としての利用や建築資材としての活

用に努めます。 

 地域資源を利活用し、富山市ならではの魅力を理解するとともに、交流

人口の増大を図ります。 

 棚田や里山林の保全活動などを通じて、都市住民との交流を図ります。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 小水力発電の設置など、再生可能エネルギーの導入・活用に努めます。 

 地域の資源や魅力を伝える機会の提供に努めます。 

 

 

地球温暖化や黄砂、海岸漂着ごみといった課題は、本市だけではなく、近隣の自

治体や国、県、さらには環日本海をはじめとする広域的・国際的な協力が不可欠で

す。 

また、国内外の他都市が抱える環境問題等の解決に向けて、環境先進都市である

本市の知見や民間企業の技術等を活かし、国際機関と連携を図りながら国際貢献を

推進していきます。 

 

■広域的・国際的な連携協力 

本市では、周辺の自治体と広域的なごみ処理をはじめ、国や県と連携した環境の

監視及び調査を行っており、今後とも連携を一層強化し、環境問題に取り組んでい

く必要があります。 

広域的・国際的な支援・協力の推進 基本施策５－３ 

現況と課題 
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また、国際展開においては、少子高齢化や環境問題への対応など、海外都市が直

面する諸課題について、その解決に資するコンパクトシティ政策を中心とした環境

施策を進めるモデル都市として、国際協力・国際貢献の推進が求められています。 

 

 

 

5－3－1 広域的・国際的な取組みの推進 

環境の様々な分野・領域で、国内外の自治体や国際機関等と連携した取組みを推

進します。 

○ ごみ処理や流木対策、自然保護など、近隣自治体と連携し、広域的に取り組み

ます。  

○ 海洋ごみ問題への対応など、国や県と連携して NOWPAP（北西太平洋地域海

行動計画）の活動に対して、支援・協力を行います。 

○ NPEC（環日本海環境協力センター）が行う海洋に関する調査研究等に協力し、

海洋環境保全に貢献します。 

○ 多様な主体の連携により、地球温暖化対策等の戦略的な取組みを推進し、国連

サミットで採択されたＳＤＧｓ（「持続可能な開発目標」）に貢献します。 

○ 国際連合 SEforALL における「エネルギー効率改善都市」の取組みとして、市

内企業と連携し、発展途上国への再生可能エネルギーを活用した農業活性化モ

デルなどの普及展開を図ります。 

○ ロックフェラー財団により選定された「100 のレジリエント・シティ」として

の取組みを推進します。 

○ ICLEI（持続可能な社会の実現を目指す国際的な自治体協議会）への加盟自治体

としての取組みを推進します。 

○ 世界銀行の「都市パートナーシップ・プログラム選定都市」の取組みを推進し

ます。 

  

施 策 

 
５－３ 広域的・国際的な支援・協力の推進 

広域的・国際的な取組みの推進 ５－３－１ 
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市 民 の 取 組 み  

 

  

 自らの経験を活かして国際協力に取り組み、積極的にその活動を広げます。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 環境関連技術の開発・支援など、国際協力・国際貢献活動に積極的に取

り組みます。 

 

 

本市は、コンパクトシティ政策を核とした「環境モデル都市」や「環境未来都市」

の取組実績が国内外から高く評価され、環境先進都市としてＧ７富山環境大臣会合

（平成 28 年５月）の開催地に選定されました。 

今後も引き続き、先進的な取組みを深化させていくとともに、「エネルギー効率改

善都市」や「100 のレジリエント・シティ」としても実践的で効果的な取組みを国

内外に普及展開するなど、本市の取組みを広く発信することで、環境先進都市のブ

ランド化をさらに推進します。 

 

■環境未来都市 

本市は、環境、超高齢化等への対応の面で、産官学民が連携して世界に類のない

成功事例を創出するとともに、その成功事例を国内外に普及展開することを目指す

「環境未来都市（平成 23 年 12 月）」に選定されました。 

「第２次富山市環境未来都市計画」（平成 29 年 3 月）では、第１次計画に位置

づけていた、薬業を活かした新たな産業振興や地理的特性を活かした再生可能エネ

ルギーの導入など、先進性かつ独自性のある取組みに加え、環境先進都市として「国

内外の都市・地域との連携」を新たな目標に掲げるなど、本市が世界における持続

可能な経済社会構造のモデルとなることを目指しています。 

 

 

 

環境先進都市のブランド化 基本施策５－４ 

現況と課題 
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■エネルギー効率改善都市 

エネルギーは、経済活動や私たちの日常生活に欠かせないものであり、エネルギ

ー問題は地球環境を保全する上でも重要な課題となっています。 

本市においても、持続可能なエネルギーのあり方を実現する上では、都市全体の

エネルギーを効率的に利用していくことが必要です。 

こうした中、本市は、これまでの実績や将来的にエネルギー効率の改善が期待で

きる点などが評価され、平成 26 年に国際連合 SEforALL における「エネルギー効

率改善都市」に国内で唯一選定されました。今後は、コンパクトシティ政策の推進

を核にエネルギーの利用効率を改善し、国際連合 SEforALL が目指す持続可能な

エネルギーの実現に貢献します。 

 

■環境先進都市としての情報発信 

 本市は、国から「環境モデル都市」や「環境未来都市」に選定されたことに加え、

国際的にも OECD の「コンパクトシティ政策報告書」に世界の先進 5 都市の 1 つ

として取り上げられるなど、本市の持続可能な都市経営やコンパクトなまちづくり

が国内外から高く評価されています。 

本市が市民にとって暮らしたいまち、市外の人にとって訪れたいまちとして、誰

からも選ばれるまちとなるためにも、都市の価値を高めるブランディングや本市の

魅力を効果的に発信するシティプロモーションを推進する必要があります。 

 

【図表２１ 環境先進都市としての国際的な評価】 

時 期 内 容 

平成 24 年 ６月 OECD が取りまとめた『コンパクトシティ政策報告書』の中で、

富山市が先進 5 都市（メルボルン、バンクーバー、パリ、ポート

ランド、富山市）のひとつとして取り上げられる。 

平成 26 年 ９月 国際連合の SEforALL（Sustainable Energy for All：万人のため

の持続可能なエネルギー）における「エネルギー効率改善都市」に

日本で唯一選定。 

平成 26 年 12 月 ロックフェラー財団より、自然災害や犯罪、テロなど各都市が直面

する様々な衝撃や課題に対し、その重圧に耐え、回復する強靭な都

市を目指す、「100 のレジリエント・シティ」に日本で初めて選定。 

平成 28 年 ７月 世界銀行より日本の都市が持つ先進的な知見・技術を世界に発信

することで、開発途上国支援を行う「都市パートナーシップ・プロ

グラム」への参画都市として選定。 
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5－4－1 環境未来都市の取組みの推進 

「環境未来都市」として、環境的、社会的、経済的価値を創造する分野横断的な

取組みを推進します。 

○ 国内外の自治体や国際機関等と連携し、環境先進都市としての本市のこれまで

の先進的な取組みをパッケージ化し、国内外に普及展開します。 

○ 公共交通沿線の低未利用地等を活用し、生活の質と環境が調和した住宅街区の

形成を促進します。 

○ 農業農村振興事業を展開し、自立型農山村自給モデルを確立します。 

○ エゴマの６次産業化による多様なビジネスを推進します。 

○ 多様な世代が交流しながらソーシャルキャピタルを醸成できるコミュニティガ

ーデンを整備します。 

 

5－4－2 エネルギー効率改善都市の取組みの推進 

「エネルギー効率改善都市」として、コンパクトな都市構造実現のための基盤整

備と都市の市民・企業等の持続可能なサイクル創出に取り組みます。 

○ 富山駅高架下での富山ライトレールと市内電車の接続により、北部地区と都心

地区のアクセス強化や富山駅の交通結節機能の強化、利便性の高い LRT ネッ

トワークの構築を図ります。 

○ 農村活性化に向けて、小水力発電の普及を促進します。 

○ 開発途上国への市内企業の再生可能エネルギー技術の普及展開を図ります。 

 

5－4－3 環境先進都市としての発信 

環境先進都市として、本市の取組みを国内外に広く発信します。 

○ 環境先進都市としての取組みを積極的にＰＲし、シティプロモーションにつなげます。 

施 策 

 
５－４ 環境先進都市のブランド化 

環境未来都市の取組みの推進 ５－４－１ 

エネルギー効率改善都市の取組みの推進 ５－４－２ 

環境先進都市としての発信 ５－４－３ 
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○ 地域の魅力を積極的に創造・発信するとともに、環境先進都市のブランド化を

推進し、市民のシビックプライドを醸成します。 

○ 本市の水道水は豊かな自然が生み出す安全・安心なおいしい水であることを積

極的にＰＲし、市のイメージアップを図ります。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

5-4-2 エネルギー効率の改善ペース 0.7％ 

（H23） 
1.4％ 

 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 世代間交流の機会に積極的に参加します。 

 環境先進都市としての富山市に、愛着と誇りを持ちます。 

 シティプロモーションの担い手として、本市の魅力を積極的にＰＲします。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 環境先進都市としての富山市に愛着と誇りを持ち、環境関連施策の取組

みに協力します。 

 シティプロモーションの担い手として、本市の魅力を積極的にＰＲします。 

 

 

 

 

 

 

 

  

目 標 
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身近な自然や地球環境を守り、持続可能な社会を構築していくためには、環境に

対する市民や事業者の意識の変革を促し、自発的かつ積極的な行動を起こしていく

ことが重要です。誰もが環境に配慮した取組みを実施し、互いに連携していくため、

環境関連の情報発信とあわせて、家庭、学校、地域、企業の様々な場において環境

教育・環境学習を推進する必要があります。 

また、こうした取組みの場を通じて、人と人とのつながりによるソーシャルキャ

ピタルの醸成やコミュニティの強化、地域活性化にもつながるよう、ボランティア・

NPO、地域、事業者、行政の協働を更に進めていくことが求められています。 

そのため、本市は環境を支える人づくりと協働を通じて、「人と自然」、「人と人」

とがいきいきと共生できる社会の形成を目指します。 

「環境を支える人づくりと協働のまち」を目標とし、「環境教育・学習の推進」、

「協働による共生社会づくり」を基本施策とします。 

 

私たちが直面する環境問題は、社会情勢によって時代の変遷とともに大きく変化

してきており、本市の豊かな自然と快適で住みよい環境を守り続けるためには、変

化する課題に柔軟に適応できる次世代の育成が重要です。 

また、子どもたちに限らず、多くの人が身近な自然と親しみ、環境について学習

できる場や環境保全活動に取り組む機会を提供することも必要であることから、世

代に応じた環境関連の情報発信を積極的に行い、環境を支える人づくりを進めます。 

 

■次世代の担い手への環境教育 

グローバル化・情報化・少子化等、社会構造が大きく変化し、子どもたちの教育

に関わる課題が多岐にわたるなか、子どもたちの個性を大切にし、生きる力を育む

ことや、自分たちが住む地域の良さを知ることなどが重要になってきています。 

 本市には、豊かな自然環境や多様な環境関連施設があり、こうした環境を活かし、

次世代の担い手に対する環境教育を行っていくことが必要です。 

「ＥＳＤ（接続可能な開発のための教育）」は、持続可能な社会の実現に向けて、

私たち一人ひとりが世界の人々や将来世代、また環境との関係性の中で生きている

環境を支える人づくりと協働のまち 

目 標 ６ 

環境教育・学習の推進 基本施策６－１ 

現況と課題 
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ことを認識し、行動を変革するための教育です。 

本市においても、自然体験活動の充実やＥＳＤの実践をはじめ、あらゆる機会を

通じて環境や地域に対する意識を幼児期から醸成するとともに、生きる力を育んで

いくことが必要です。 

 

■環境学習の機会・場 

 本市北部のエコタウン産業団地内には、環境教育・学習・啓発活動を行うことを

目的としたエコタウン交流推進センターが立地しています。 

また、市内には郷土の動植物についての様々な知識を普及するため、富山や日本

の動物を中心とした生態展示などを行う富山市ファミリーパークのほか、自然科学

の博物館である富山市科学博物館、日本の四大公害病の１つである「イタイイタイ

病」について学ぶことのできる富山県立イタイイタイ病資料館といった施設があり、

様々な環境分野について多角的な視点から学習できる環境が整っています。 

また、国から次世代エネルギーパークとして認定されている小水力発電所や木質

ペレット工場など、市内にある複数の再生可能エネルギー施設を活用し、面的な環

境学習の場を市民に広く提供しています。 

このほか、富岩運河での環境学習支援船の運航や環境に関するイベント、講座な

ども多数開催しており、恵まれた自然環境やこれらの環境学習施設、企業の取組み

等と連携させながら、環境学習の機会・場づくりを充実させていくことが必要です。 

 

■環境関連の情報発信 

本市は環境先進都市として高い評価を得ているものの、その取組内容等について

は、必ずしも市民に広く認知されていない現状があります。 

一方で、環境関連の情報は、環境学習や環境活動推進の基盤であり、その充実を

図っていくことが重要です。 

これらのことから、環境関連の情報を分かりやすく、積極的に発信していくこと

が必要です。 
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6－1－1 次世代の担い手への環境教育 

次世代を担う子どもたちへの環境教育を進めます。 

○ 自然体験活動の充実を図るなど、身近な自然を活用した環境教育・学習を推進

します。 

○ 行政の関連部局や教育機関、公民館、市民団体のほか、企業などが協力し、環

境教育・学習を推進できるよう、連携や調整を図ります。 

○ 学校教育の現場などと連携し、子ども向けの学習プログラムや教材作成、教員

を対象とした情報提供や研修などを行い、学校教育における環境教育を推進し

ます。 

○ 学校等に出向き、３Ｒ推進スクールを実施することで、資源循環やごみの排出

抑制に関する教育を推進します。 

○ 小学生を対象に交通環境学習の一環として、のりもの語り教育を推進します。 

○ 小学生を対象とした植樹体験活動を通じて、子どもたちの環境意識や地域社会

への帰属意識を醸成します。 

○ 小中学生を対象とした農業体験の場づくりを進めるとともに、教育機関と連携

した体験学習プログラムの実施を検討します。 

○ 体験型イベントの開催などを通じて、環境に興味をもつ次世代の育成を図りま

す。 

 

6－1－2 環境学習の機会・場づくり 

環境学習の機会・場の充実を図ります。 

○ 市民・ボランティアや企業などの力を活用し、多くの市民が地域の魅力を体感

し、関心を持って参加できる環境学習の場と機会の充実を図ります。 

○ 体験的な学習や環境保全に関する技術・技能を修得できる機会を設けます。 

施 策 

 
６－１ 環境教育・学習の推進 

次世代の担い手への環境教育 ６－１－１ 

環境学習の機会・場づくり ６－１－２ 

環境関連の情報発信 ６－１－３ 
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○ 多くの市民が環境保全行動に意義を感じながら楽しく取り組める機会・場づく

りを進めます。また、行動に向けたインセンティブ（動機づけ）に努めます。 

○ 市民と地域・企業をつなぐ環境コーディネーターを育成するとともに、その活

用を促進する仕組みを検討します。 

○ 地域や職場の環境保全リーダーの育成、派遣などに取り組みます。 

○ エコタウン交流推進センターにおける環境学習内容の充実を図るとともに、関

連イベントとの連携等によりセンターの活性化に努めます。 

○ ファミリーパークの整備などを通じて、市民が生き物とふれあう機会を増やし

ます。 

○ 水辺の生態系に関する市民団体等による教育・啓発活動を支援します。 

○ 科学博物館における環境学習を実施し、常設展示、プラネタリウム、フィール

ドワークとの連動性をさらに高めます。 

○ 「イタイイタイ病」の教訓を後世に伝えるため、県と連携・協力し、富山県立

イタイイタイ病資料館の活用充実を図ります。 

○ 次世代エネルギーパークの見学等を通じて、環境学習の場を提供します。 

○ 生涯学習プログラムにおいて、市民の環境に対する理解促進に努めます。 

○ 県と連携して環境学習支援船を運航し、運河の歴史や水辺の生態系等について

学ぶ場を提供します。 

○ 市民や事業者に対して、気候変動への適応やＳＤＧｓ（「持続可能な開発目標」）

について学習できる機会・場づくりに努めます。 

 

6－1－3 環境関連の情報発信 

情報は、学習や行動の基盤であるため、環境関連の情報を分かりやすく、積極的

に発信します。 

○ 環境関連の情報を市民や事業者に分かりやすく提供します。 

○ 市の広報やホームページ、イベントなど、様々な媒体や場を活用し、多くの人

に環境関連の情報が届くように工夫します。 

○ 環境報告書などを作成・公表し、富山市の環境や環境関連活動の情報の共有化

を図ります。 

○ 出前講座などを通じて、環境関連情報を分かりやすく伝えます。 
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指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

6-1-1 ３Ｒ推進スクール実施率 31％ 

（H27） 
40％ 

6-1-1 のりもの語り教育の実施小学校数 

（再掲） 

43 校 

（H27） 
66 校 

6-1-2 エコタウン交流推進センター 

利用者数（再掲） 

8,106 人 

（H27） 
10,000 人 

6-1-2 科学博物館の観覧者数 

 

11.2 万人 

（H27） 
13.0 万人 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 環境教育・学習活動に積極的に参加します。 

 環境についての情報に関心をもち、環境保全活動に活かします。 

 エコ・科学・エネルギー施設と連携して開催する環境関連イベントに参

加します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 従業員に環境教育・学習の機会を提供します。 

 講師の派遣など、地域や学校における環境教育・学習を支援します。 

 環境に関連する情報を公開し、提供します。 

 

  

目 標 
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様々な環境問題の解決に向け、市民、ボランティア・NPO、事業者等が地域の一

員であることを自覚し、それぞれの協働による取組みについて、一人ひとりの環境

意識の変革だけでなく、人と人とのつながり強化や地域の活性化につなげていくこ

とが重要です。 

エコライフ・エコ企業活動の推進、ボランティア・地域との協働を通じて、取組

みの輪を広げ、持続可能な共生社会づくりを進めます。 

 

■エコライフ・エコ企業活動の推進 

市民のライフスタイルやワークスタイルをより環境負荷の少ないものに転換し

ていくため、様々な場で環境啓発を行うことで、市民・事業者等の意識を変革し、

行政との協働により、環境にやさしい社会づくりを進めていく必要があります。 

また、こうした取組みを通じて、消費者による環境にやさしい商品の選択や、事

業者による自主的な環境保全の取組みを促すことも必要です。なお、事業者に対し

ては、資源循環とエネルギーの高度利用を組み合わせた技術等の開発を推進するこ

とで、その成果を活用した新たなビジネスを確立し、持続可能な産業・社会を形成

していくことも重要です。 

 

■ボランティア・地域との協働 

本市では、町内会や PTA、ボランティア団体、環境 NPO など、地域で環境活動

を行っている組織や団体が多くあり、身近な緑や里山の保全、地域と学校が連携し

た環境教育など様々な活動を展開しています。 

 こうしたボランティア・地域との協働を推進し、自主的・積極的な環境活動や、

環境負荷の少ない地域づくりを進めていくことが必要です。 

今後は、希薄化しつつある地域内の住民同士のつながりはもとより、世代や地域

を越えた多様な人と人とのつながりを強化し、ソーシャルキャピタルを高めていく

ことも重要です。  

  

協働による共生社会づくり 基本施策６－２ 

現況と課題 
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6－2－1 エコライフ・エコ企業活動の推進 

「チームとやまし」の推進などにより、エコライフ・エコ企業活動を進めます。 

○ 低炭素社会の実現に向け、市民・事業者・行政等が協力・連携した「チームと

やまし」の取組みを推進します。 

○ 環境負荷低減の重要性や活動例の情報提供等により、市民生活のエコライフへ

の転換を図ります。 

○ 戸建住宅から集合住宅への住み替え促進とあわせて、戸建住宅の省エネ性能の

向上を図ります。 

○ 国・県と協力して、環境意識を啓発し、個人や家庭、地域ぐるみの取組みを推

進します。 

○ 企業等の活動における自動車の利用を見直します。 

○ オフィス等の業務建築物の省エネ性能の向上や生産活動における新エネルギー

の普及・転換を図ります。 

○ グリーン購入の普及拡大に努めます。 

○ 産業廃棄物、事業系一般廃棄物の減量化・資源化を推進するＰＲ活動を実施し

ます。 

○ 環境関連助成を通じて、再生資源を原材料とする事業を支援します。 

○ 省エネルギー、省資源設備の導入に対する環境保全設備資金の利用を促進しま

す。 

○ 環境分野の研究開発型ベンチャーの育成に努めます。 

○ 環境ビジネスの取組みを支援するため、事業者や大学・研究機関・行政など、

事業の開拓や実施に関わる様々な主体の調整や連携を促進します。 

 

6－2－2 ボランティア・地域との協働 

ボランティア・地域との協働の推進により、環境活動を活発化させるとともに、

地域や人のソーシャルキャピタルの醸成を図ります。 

施 策 

 
６－２ 協働による共生社会づくり 

エコライフ・エコ企業活動の推進 ６－２－１ 

ボランティア・地域との協働 ６－２－２ 
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○ 多くの市民や事業者が気軽に環境保全活動に参加できる機会や場を設けます。 

○ 町内会や PTA、各種団体による資源集団回収や環境美化、緑化、水辺の生態系

の保全、コミュニティガーデンの管理など、地域の力を活用した環境保全活動

を支援・促進し、地域コミュニティ内の環境意識の醸成を図ります。 

○ 森林の整備・保全、農業振興などの分野でボランティアの力の活用促進を図り

ます。 

○ ハンギングバスケットや植樹桝など、市民協働による花飾り活動を促進します。 

○ ボランティア団体、環境 NPO などの活動を支え、地域環境活動の活発化を図

ることを検討します。 

 

指 標 現 況 
目 標 

（平成 38 年） 

6-2-1 チームとやましメンバー数 21,545 人 

（H28） 
22,545 人 

6-2-2 「ふるさと富山美化大作戦」 

実施地域数 

79 地域 

（H27） 
現況値を維持する。 

6-2-2 竹林ボランティア活動参加者数 

（再掲） 

141 人 

（H27） 
200 人 

6-2-2 公園管理サポート実施数（再掲） ６公園 

（H27） 
８公園 

6-2-2 森林ボランティア団体数（再掲） 56 団体 

（H27） 
66 団体 

 

  

目 標 



87 

 

 
市 民 の 取 組 み  

 

  

 「チームとやまし」に参加し、地球温暖化防止活動を実践します。 

 家庭で環境について話し合い、エコライフを実践します。 

 環境保全活動やボランティア活動へ積極的に参加します。 

 地球規模の環境問題に関心を持ち、地域や家庭単位で環境にやさしい行

動を実践します。 

 PTA や婦人会など、さまざまな単位で積極的に資源物の集団回収活動

や美化活動に参加します。 

 公園管理等の身近な地域活動やボランティア活動、イベントなどに積極

的に参加します。 

 地域の環境美化活動による世代間交流などを通じて、コミュニティづく

りを推進します。 

 事業者等が行う環境関連事業に参加・協力します。 

 

 
事 業 者 の 取 組 み  

 

  

 「チームとやまし」に参加し、地球温暖化防止活動を実践します。 

 環境に関する経営方針や社内体制を整備します。 

 事業活動における環境負荷の低減に取り組むため、環境マネジメントシ

ステムの考え方や仕組みを取り入れ、環境面から企業の社会的責任（Ｃ

ＳＲ）を果たします。 

 地域の一員であることを自覚し、地域の環境保全活動への参加や支援を

行います。 

 省エネ・省資源関連の設備導入に努めます。 

 大学・研究機関・行政などと連携し、環境ビジネスの拡大・定着を図り

ます。 
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資料編１ 市民意識調査 

 

第２期富山市環境基本計画の策定にあたり、本市では「第２次富山市総合計画」

や市政の推進への反映を目的に実施した「富山市民意識調査結果（平成 27 年度実

施分）」を用いて、環境分野の市民ニーズの把握並びに施策の検討を行いました。 

同調査は、市内の満 18 歳以上の男女 6,000人を対象とし、回答者は 2,349 人

（回答率：39.2％）となっています。以下に環境分野の主な調査結果を示します。 

 

■富山市に住み続けたい理由 

 富山市に住み続けたい理由として、「緑や自然環境に恵まれているので」は４割弱

と２番目に多く、豊かな自然環境が市民生活において、重要な要素であることがう

かがえます。 

 他方、「ごみや下水道などの衛生環境が良いので」、「都市基盤の整備など生活環境

が良いので」は１割を下回っており、引き続き、良好な生活環境の形成を進めてい

く必要があります。 

 

【図表Ａ 富山市に住み続けたい理由】 

 
（出典）富山市「富山市民意識調査結果報告書」（平成 27 年８月） 

55.7 

38.2 

25.0 

22.3 

9.8 

9.8 

9.3 

4.6 

4.1 

2.6 

4.6 

1.0 

56.0 

38.5 

23.9 

20.5 

9.1 

9.7 

10.1 

4.8 

5.5 

2.4 

4.9 

1.1 

55.2 

38.2 

26.3 

23.6 

10.3 

9.4 

9.0 

4.2 

3.0 

2.8 

4.5 

1.0 

0 % 20 % 40 % 60 %

地域になじみや愛着があるので

緑や自然環境に恵まれているので

買い物や医療など日常生活が便利なので

住宅に満足しているので

ごみや下水道などの衛生環境が良いので

隣近所のつきあいが良いので

通勤・通学に便利なので

老後の生活が安心なので

都市基盤の整備など生活環境が良いので

教育環境が良いので

その他

無回答

全体 Ｎ＝1,936

男性 Ｎ＝ 879

女性 Ｎ＝1,022 

[複数回答]
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■施策の満足度 

 満足している施策として、「快適な生活環境づくり」が第１位、「循環型まちづく

りの基盤整備」が第３位、「安全で快適なまちづくり」が第５位、「公園・緑地の整

備」が第６位と、良好な生活環境の形成に関する施策が全 62 施策中の上位を占め

ています。また、これらの４つの施策の市民満足度は、平成 22 年調査、平成 25

年調査、今回調査（平成 27 年調査）と着実に高まっています。 

一方、「拠点を結ぶ交通体系の再構築」や「生態系の保護・回復」は 40 位以下と

なっており、「コンパクトなまちづくりの推進」や「生物多様性の保全」の取組みを

強化していく必要があると考えられます。 

  

【図表Ｂ 施策の満足度（上位 10 位）】 

 
注１：上記の値は、「満足」と「やや満足」と答えた市民の合計の割合を示している。 

（出典）富山市「富山市民意識調査結果報告書」（平成 27 年８月） 

 

31.7 

28.8 

28.0 

27.5 

26.7 

25.6 

25.5 

23.8 

21.3 

21.3 

28.1 

26.7 

23.1 

23.7 

23.8 

23.7 

23.0 

23.6 

20.8 

21.2 

27.7 

25.9 

13.0 

25.8 

23.5 

23.0 

22.5 

23.3 

18.2 

15.8 

0 % 10 % 20 % 30 % 40 % 50 %

１位 快適な生活環境づくり（上下水道、動物愛護、

地域の環境美化、墓地・斎場整備など）

循環型まちづくりの基盤整備（ごみ減量化・

資源化への取り組み、エコタウンの充実など）

２位 消防・救急体制の整備

４位 雪に強いまちづくり（除排雪体制強化など）

５位 安全で快適なまちづくり（食品衛生、大気

・水質等の環境保全対策など）

６位 公園・緑地の整備

７位 安全・安心な消費生活の推進（食育や地産

地消、食の安定供給など）

８位 健康づくり活動の充実（健康情報の提供、

健康相談・健康診査の充実など）

学校教育の充実（自主性や創造性を育てる教育、

教育環境の整備、安心・安全な学校づくりなど）

９位 保健・医療・福祉の連携、充実（市民病院

の充実、救急医療体制など）

今回調査

Ｎ＝2,349

H25年調査

Ｎ＝2,537

H22年調査

Ｎ＝2,563

３位

９位
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■普段から行っている取組み 

 普段から行っている取組みとして、「ごみの分別を徹底するとともに、排出ごみの

減量化に取り組んでいる」が第１位、「地域の環境美化活動に協力している」が第７

位と、それぞれ 10 位以内にランクインしています。しかし、これらの２つの取組

みの行動率は、平成 25 年調査から今回調査（平成 27 年調査）にかけて低下して

おり、そうした行動の更なる促進が求められています。 

 また、「できるだけ公共交通を利用している」は第 15 位、「市政情報や市役所出

前講座等を活用している」は第 20 位と順位は低く、公共交通利用の促進や、環境

分野等における情報発信の強化を図っていくことが必要と考えられます。 

 

【図表Ｃ 普段から行っている取組み】 

 

（出典）富山市「富山市民意識調査結果報告書」（平成 27 年８月） 

55.0 

55.0 

48.8 

34.9 

31.5 

27.3 

27.1 

26.3 

21.7 

20.9 

20.2 

17.5 

14.4 

12.6 

12.5 

11.6 

10.5 

10.1 

8.4 

2.8 

2.6 

2.1 

59.3 

55.3 

48.2 

30.6 

27.1 

27.6 

29.1 

19.0 

22.3 

22.1 

18.0 

14.5 

12.0 

12.8 

13.0 

9.5 

8.4 

7.5 

3.3 

2.7 

1.3 

0 % 20 % 40 % 60 %

１位 市政情報を得るために「広報とやま」を見るようにしている

３位 定期的に各種健康診断を受け、疾患の早期発見に努めている

１位 ごみの分別排出を徹底するとともに、排出ごみの減量化に取り

組んでいる

４位 スマートフォンなどのモバイル端末を使って、インターネットを

利用している

５位 地場産品についての理解を深め、購入に努めている

６位 健康増進のため、スポーツ・レクリエーション活動を実践して

いる

７位 地域の環境美化活動に協力している

８位 過剰包装を断るなどエコライフスタイルの推進に努めている

９位 インターネットなどのICTを利活用している

10位 音楽や演劇、美術などを鑑賞し、芸術文化に親しんでいる

今回調査 Ｎ＝2,349

H25年調査 Ｎ＝2,537

[複数回答]

11位 地域の歩道や生活道路の除雪に取り組んでいる

12位 地域の伝統行事に参加している

13位 夜間外出時は、明るい服装や反射材の活用を心がけている

14位 防犯、防災、福祉などの地域活動やボランティア活動に参加して

いる

15位 できるだけ公共交通を利用している

16位 防災物資や生活物資を備蓄している

17位 おもてなしの心をもって観光客と接している

18位 学校や地域と連携しながら家庭教育を行っている

19位 公開講座を受講し、知識・技術を習得し、教養を深め感性を磨い

20位 市政情報や市役所出前講座等を活用している

21位 機会を捉えて市政に参画している

22位 国際交流・国際協力に取り組んでいる

H25年調査 項目なし

※ 無回答は表示していない

※ 前回27項目
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資料編２ 計画の策定経過 

 

第 2 期環境基本計画は、庁内組織である環境施策推進会議において検討した後、

パブリックコメントの実施や富山市環境審議会において審議を行うなど、市民や事

業者の意見を反映して策定しました。 

 

■計画の策定経過 

時 期 内 容 

平成 28 年 9 月 20 日 厚生委員会への報告 

平成 28 年 9 月 26 日 環境施策推進会議幹事会（第 1 回） 

平成 28 年 10 月 3 日 環境施策推進会議（第 1 回） 

平成 28 年 10 月 19 日 
富山市環境審議会（第 1 回） 

第２期環境基本計画（案）について諮問 

平成 28 年 

～ 

12 月 1 日 

12 月 21 日 
パブリックコメントの実施 

平成 28 年 12 月 15 日 厚生委員会への報告 

平成 29 年 1 月 18 日 環境施策推進会議幹事会（第 2 回） 

平成 29 年 1 月 25 日 環境施策推進会議（第 2 回） 

平成 29 年 2 月 13 日 富山市環境審議会（第 2 回） 

平成 29 年 2 月 27 日 第２期環境基本計画（案）について答申 

平成 29 年 3 月 21 日 厚生委員会への報告 

平成 29 年 3 月末 第２期環境基本計画の策定 
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資料編３ 富山市環境審議会委員名簿 

 

（19 名、50 音順） 

委 員 所属団体等 備考 

網谷
あみたに

 繁彦
しげひこ

 とやま市漁業協同組合代表理事組合長  

上田
う え だ

 晃
あきら

 富山大学大学院理工学研究部教授 ○ 

牛島
うしじま

 勝
かつ

徳
のり

 公募委員  

大窪
おおくぼ

 宏
ひろ

充
みつ

 婦負森林組合代表理事組合長  

大津賀
お お つ が

 保
やす

信
のぶ

 
富山商工会議所副会頭 

ダイト株式会社 代表取締役社長 
 

尾畑
お ば た

 納子
の り こ

 富山国際大学現代社会学部長  

加賀谷
か が や

 重浩
しげひろ

 富山大学大学院理工学研究部教授  

九里
く の り

 徳
のり

泰
やす

 
相模女子大学学芸学部英語文化コミュニケーション学科 

観光・ビジネス領域教授 
◎ 

栄
さかえ

 君子
き み こ

 NPO 法人富山県自然保護協会元理事  

清水
し み ず

 宏之
ひろゆき

 公募委員  

杉森
すぎもり

 理
り

恵
え

 公募委員  

髙
たか

柳
やなぎ

 恵理子
え り こ

 富山市 PTA 連絡協議会広報委員長  

谷井
た に い

 悦子
え つ こ

 JA 富山県女性組織協議会長  

袋
た

布
ふ

 昌
まさ

幹
もと

 富山高等専門学校物質化学工学科教授  

永井
な が い

 直
なお

昭
あき

 富山地方気象台次長  

平井
ひ ら い

 丈夫
ますらお

 富山市自治振興連絡協議会副会長  

福
ふく

濱
はま

 方
まさ

哉
や

 国土交通省北陸地方整備局富山河川国道事務所長  

水上
みずかみ

 庄子
しょうこ

 富山 ESD 講座運営委員会顧問  

麦島
むぎしま

 紀
とし

長
なが

 富山市環境保健衛生連合会長  

注１：◎は会長、○は副会長 

注２：任期 平成 27 年 8 月１日 ～ 平成 29 年7 月31 日 
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資料編４ 用語解説 

 

■あ行 

用 語 説 明 

アスベスト 天然に産する繊維状けい酸塩鉱物で、せきめん、いしわたと

呼ばれている。繊維が極めて細いため、研磨機、切断機などの

施設での使用や飛散しやすい吹付け石綿などの除去等におい

て所要の措置を行わないと石綿が飛散して人が吸入してしま

うおそれがある。現在は、原則として製造等が禁止されてい

る。 

移入種 人為により自然分布域の外から持ち込まれた種。自然に分布

するものと同種であっても他の地域個体群から持ち込まれた

場合も含まれる。 

エコファーマー 「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」に

基づき、都道府県知事から、たい肥等による土づくりと化学

肥料や化学合成農薬の使用の低減を一体的に行う農業生産方

式を導入する計画について認定を受けた農業者の愛称。 

エネルギーマネジメント エネルギーを「見える化」したり、太陽光発電などの発電装置

や蓄電池をうまく活用したりすることで、最適な省エネルギ

ーを図ること。 

温室効果ガス 太陽熱を封じ込め、地表を暖める働きがある二酸化炭素やメ

タンなどのガスの総称。 

 

■か行 

用 語 説 明 

環境基準点 環境基本法等において政府が定めることとされている人の健

康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ま

しい大気、水質、土壌、騒音などの基準の維持達成状況を把握

するための地点。 

環境未来都市 環境や高齢化など人類共通の課題に対応し、環境、社会、経済

の３つの価値を創造することで「誰もが暮らしたいまち」、「誰

もが活力あるまち」の実現を目指す、先導的プロジェクトに

取り組んでいる都市・地域。富山市は 2011 年 12 月に全国

11 の都市・地域の 1 つとして選定された。 
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用 語 説 明 

環境モデル都市 政府が選定する我が国が目指すべき低炭素社会の姿を具体的

にわかりやすく示すために、低炭素社会の実現に向け高い目

標を掲げて先駆的な取組みにチャレンジしている都市。富山

市は 2008 年度に環境モデル都市に選定された。 

涵養 水が自然にしみ込むように、少しずつ養い育てること。 

気候変動に関する政府間 

パネル 

人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策について、

科学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行

うことを目的に、1988 年に世界気象機関（WMO）と国連環

境計画（UNEP）により設立された組織。 

グリーン購入 製品やサービスを購入する際に、環境を考慮し、必要性をよ

く考え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入

すること。 

グリーンツーリズム 緑豊かな農山漁村地域において、自然・文化、農林漁業とのふ

れあいや人々との交流を楽しむ日帰りあるいは滞在型の余暇

活動。 

光化学オキシダント 揮発性有機化合物などが太陽光線で変化して生成する物質

で、目やのどの痛みなどを引き起こすおそれがある。 

コミュニティガーデン 地域住民が主体となって、地域のために場所の選定から造成、

維持管理までのすべて過程を自主的な活動によって支えてい

るみどりの空間やその活動。 

コージェネレーション 

システム 

天然ガス、石油、LP ガス等を燃料として、エンジン、タービ

ン、燃料電池等の方式により発電し、その際に生じる廃熱も

同時に回収するシステム。 

合流式下水道 降雨による雨水と家庭などの汚水を、ひとつの管路で送る方

式。 

 

■さ行 

用 語 説 明 

再生可能エネルギー 一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯

渇しないエネルギー（太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマ

ス、地熱など）。 

サイクルアンドバスライド 出発地点から自転車で最寄りのバス停まで行き、バス停付近

の自転車駐車場に駐車し、バスに乗り換えて目的地に向かう

こと。 
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用 語 説 明 

次世代エネルギーパーク 新エネルギーや省エネルギーなど新たなエネルギーの生産・

利用を市民が目で見て触れて理解できるよう整備したエネル

ギーの地域拠点のこと。 

水素ステーション  水素を燃料とする自動車等に水素を供給する設備。水素を車

両に供給するためのノズルを備えたディスペンサ、水素を蓄

えておく水素タンク、また水素を適切な圧力に高めるための

圧縮機などから構成されている。 

３Ｒ 地球環境のため、資源を大切にし、ごみの排出を減らすため

の活動。リデュース（抑制）、リユース（再使用）、 リサイク

ル（再生利用）のこと。 

生物多様性 地球上には数えきれないほどの生物種が、場所に応じた相互

の関係を築きながら、地球の環境を支えており、自然が創り

出したこの多様な生物の世界。 

ゼロエミッション 自然界に対する排出ゼロとなる社会システムのこと。産業に

より排出される様々な廃棄物・副産物について、他の産業の

資源などとして再活用することにより、社会全体として廃棄

物をゼロにしようとする考え方のこと。 

ソーシャルキャピタル 

（社会的絆） 

人々の協調行動を活発にすることによって、社会の効率性を

高めることのできる、「信頼」「規範」「ネットワーク」といっ

た社会組織の特徴。 

 

■た行 

用 語 説 明 

ダイオキシン類 ポリ塩化ジべンゾジオキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン、コ

プラナーポリ塩化ビフェニルという 3 種の物質群の総称。微

量でも強い毒性を有すると考えられている。 

厨芥類 台所から出る野菜のくずや食べ物の残りなどのごみ。 

チームとやまし 市民や団体・事業者などが自主的にチームを結成し、「チーム

とやまし」のメンバーとなって温室効果ガスの削減を目指す、

市民総参加のプロジェクト。 

都市パートナーシップ・ 

プログラム 

日本の都市と協力しながら、各都市の開発に係る知見を活用

し、途上国の都市開発を促進するためのプログラム。 

富山物質循環フレーム 

ワーク 

富山市で 2016 年 5 月に開催された G7 環境大臣会合におい

て、資源効率性・3R に関して、 G7 が協力して取り組むこと

に合意した内容をまとめた枠組みのこと。 
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用 語 説 明 

富山物質循環フレームワークは、共通ビジョンと、 

①資源効率性・3R のための主導的な国際政策、 

②グローバルな資源効率性・3R の促進、 

③着実かつ透明性のあるフォローアップ 

の 3 つの目標で構成されている。 

 

■な行 

用 語 説 明 

燃料電池自動車 燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気エネ

ルギーを使って、モーターを回して走行する自動車。 

のりもの語り教育 富山市における小学生を対象とした交通環境学習の名称。地

域の財としての公共交通を含めた乗り物の魅力を、次世代を

担う児童に語り継ぐことで、交通手段をバランスよく利用す

ることを学ぶとともに、地域への愛着を育み、持続可能な社

会の一員としての意識を持ってもらうことを目指している。 

 

■は行 

用 語 説 明 

バイオマスエネルギー 化石資源を除く、再生可能な生物由来の有機資源。バイオマ

スには紙ごみ、生ごみ、廃食用油（地区センター等で回収して

いる）、棄製材所残材、家畜排泄物、下水汚泥等の廃棄物系バ

イオマス、稲わら、もみ殻、間伐材、サトウキビ、菜の花等の

資源作物がある。バイオマスエネルギーはこれらを利用し、

液化、ガス化により石油代替のエネルギーとして活用する。 

パリ協定 国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議 (COP21)が、2020

年度以降の地球温暖化対策の枠組みを取り決めた国際的な協

定。2016 年に発効。 

パークアンドライド 自宅から最寄りの駅または停車場まで自家用車を運転して行

き、車を駐車場に入れてから公共の交通機関に乗り継ぐ移動

方式。 

１００のレジリエント・シ

ティ 

アメリカ最大の慈善事業団体、ロックフェラー財団が設立

100 周年を記念して募集する、災害や混乱などに耐え、可能

な限り早急に回復し、より強靭になることを目指す都市。富

山市は 2014 年 12 月 4 日に日本で初めて選出された。 

ヒートアイランド 都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象。 



100 

 

用 語 説 明 

微小粒子状物質 大気中に浮遊する粒子状の物質のうち粒径が 2.5μm 以下の

もの。粒子が小さく肺の奥深くまで入り込むため、健康への

影響が懸念されている。 

浮遊粒子状物質 大気中に浮遊する粒子状の物質のうち粒径が 10μm（100

分の 1mm）以下のものの総称。 

フロン類 クロロフルオロカーボン（CFC）等と称されるフッ素を含む

炭化水素で、溶剤や冷媒等に使用されてきた。 

 

■ま行 

用 語 説 明 

木質バイオマス 化石資源を除く、再生可能な生物由来の有機資源のことをバ

イオマスと呼び、そのなかでも、木材からなるバイオマスの

こと。 

木質ペレット 木材を粉砕・圧縮して形成される燃料。木材の有効利用につ

ながるほか、小型で品質が安定しているため、他の固形燃料

よりも扱いやすく、再生可能エネルギーとして注目を集めて

いる。 

モビリティマネジメント 一人ひとりの移動が、社会的にも個人的にも望ましい方向に

自発的に変化することを促す、コミュニケーションを中心と

した交通施策。 

 

■ら行 

用 語 説 明 

リスクコミュニケーション 行政、事業者、国民、NPO 等の関係するすべての者が、化学

物質による環境リスクの程度、環境リスクに対する感じ方・

考え方、化学物質対策などについて、情報を共有しつつ、意見

の交換を図り、相互の信頼を築き理解し合おうとするため、

対話を進めていくもの。 

レジリエンス 回復力、抵抗力、強くしなやかな力。市民や社会、機関、企業

やシステムがいかなる種類の急激なショック（危機）や慢性

的なストレス（脅威）を経験しながらも生き残り、適応し発展

する能力。 

レッドリスト 

（レッドデータブック） 

絶滅のおそれのある野生生物の種のデータのこと。 
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■アルファベット 

用 語 説 明 

ＥＳＤ（接続可能な開発の

ための教育） 

持続可能な開発を促進するため、地球的な視野をもつ市民を

育成することを目的とする教育。2002 年にヨハネスブルクで

開催された国連の「持続可能な開発に関する世界首脳会議」

（WSSD）で日本が提唱し、「ESD の 10 年」（2005～2014

年）が採択され、現在その後継プログラムの取組みが進めら

れている。 

ＩＣＬＥＩ 持続可能な社会の実現を目指す 1,500 以上の自治体で構成さ

れた国際ネットワーク。持続可能性を目指す自治体協議会

（ International Council for Local Environmental 

Initiatives）の略。富山市は 2016 年度に加盟。 

ＮＯＷＰＡＰ（北西太平洋

地域海行動計画） 

国連環境計画（UNEP）が進める地域海行動計画のひとつであ

り、日本海及び黄海の環境保全を目的として、日本、中国、韓

国、ロシアの 4 か国により 1994 年に採択されたもの。2004

年 11 月には、富山市に本部事務局が設置されている。 

ＮＰＥＣ（環日本海環境協

力センター） 

環日本海地域の海洋環境の保全に寄与するため、沿岸諸国の

自治体等と連携協力し、環境保全に関する各種事業を行う組

織。ＮＯＷＰＡＰ（北西太平洋地域海行動計画）の地域活動セ

ンターとしての役割も担っている。 

ＰＲＴＲ制度 化学物質排出移動量届出（Pollutant Release and Transfer 

Register）制度の略。人の健康や生態系に有害なおそれのあ

る化学物質が、事業所から環境へ排出される量及び廃棄物に

含まれて事業所外へ移動する量を、事業者が自ら把握し国に

届け出をし、国は届出データや推計に基づき、排出量・移動

量を集計・公表する制度。 

ＳＤＧｓ 2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発

のための 2030 アジェンダ」の中核をなす持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals）の略。2016 年から

2030 年までの国際社会共通の目標として、17 のゴールと

169 のターゲットを掲げている。 

SEforALL Sustainable Energy for All の略。「普遍的なエネルギーへ

のアクセス達成」、「世界全体でのエネルギー効率の改善ペー

スを倍増」、「世界全体での再生可能エネルギーのシェアを倍

増」という 3 つの目標を 2030 年までに達成することを目指

す、国連のイニシアティブのこと。 
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